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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ △はマイナスを示します。 

３ 第24期は、合併により連結対象会社がなくなりましたので、純資産額及び総資産額並びに１株当たり純資産

額、自己資本比率は記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び自己資本利益率並びに株価収益率については、当期純損失を計上

しているため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員数であります。また、( )は外書きで臨時雇用者の平均人員数を示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 32,011,580 23,285,708 18,451,625 19,625,975 15,853,978

経常損失 (千円) 4,706,929 1,008,871 2,075,768 1,415,135 927,047

当期純損失 (千円) 10,692,248 967,620 2,688,114 2,783,446 1,229,057

純資産額 (千円) 11,551,887 10,698,777 8,015,927 5,873,310 ―

総資産額 (千円) 24,661,712 20,431,388 12,187,295 9,415,683 ―

１株当たり純資産額 (円) 104,219.40 95,199.25 71,326.87 52,247.61 ―

１株当たり当期純損失 (円) 97,533.00 8,655.32 23,919.22 24,763.10 10.909.53

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.8 52.4 65.8 62.4 ―

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) △2,146,420 △1,296,452 △914,193 △1,725,254 △2,376,710

投資活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) △19,477 △156,569 2,051,677 △340,000 414,267

財務活動による 

キャッシュ・フロー
(千円) △2,184,087 △188,115 △6,358,934 255 ―

現金及び現金同等物 

の期末残高
(千円) 11,657,318 9,990,144 4,799,493 2,729,450 766,006

従業員数 

(ほか、平均臨時 

雇用者数)

(名)
257

(90)

243

(80)

246

(130)

158

(124)

―

(―)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定に当たり、第24期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

４ 自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 

５ 従業員数は就業人員数であります。また、( )は外書きで臨時雇用者の平均人員数を示しております。 

６ 第24期末は、第23期末に比べ従業員数が44名、平均臨時雇用者数(外書)が130名増加しておりますが、当事

業年度に、連結子会社を吸収合併したことによるものであります。 

  

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 31,136,732 22,348,092 17,716,942 17,992,095 15,584,001

経常損失 (千円) 4,658,879 635,273 1,926,277 954,672 926,683

当期純損失 (千円) 10,663,082 1,027,845 2,664,695 2,215,301 1,169,642

持分法投資損失 (千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 11,242,351 11,248,900 11,248,900 8,522,327 8,522,327

発行済株式総数 (株) 116,156 117,697 117,697 117,727 117,727

純資産額 (千円) 11,605,790 10,692,455 8,035,936 5,821,735 5,219,444

総資産額 (千円) 24,429,983 19,982,449 11,894,618 9,197,875 8,126,384

１株当たり純資産額 (円) 104,705.72 95,143.00 71,504.92 51,788.81 41,323.76

１株当たり配当額 

(うち１株当たり 

中間配当額)

(円)
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

( ―)

１株当たり当期純損失 (円) 97,266.95 9,194.03 23,710.84 19,708.57 10,382.15

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.5 53.5 67.6 63.3 57.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 

(ほか、平均臨時 

雇用者数)

(名)
152

(13)

161

(13)

132

(10)

90

(23)

134

(153)



２ 【沿革】 

昭和52年８月にパソコン及びソフトウェアの開発、販売を主たる目的として、資本金10,000千円にて株

式会社工人舎を横浜市中区松影町に設立いたしました。その後、株式会社工人舎の技術部門が、パソコン

を専業とするメーカーの株式会社ソーテックとして独立いたしました。 

株式会社ソーテック設立以後の当社グループに係る経緯は、次のとおりであります。 
  

年月 事業内容

昭和59年４月 株式会社ソーテックを資本金25,000千円で、本社を横浜市中区日本大通りに設立。

昭和60年６月 「PHC-16」販売開始。

昭和61年７月 ラップトップ型パソコン「SPARK」「SNAP1+1」を開発、販売開始。

平成２年４月 小型ラップトップ型パソコン「M-6」を米国、東南アジアにOEM供給開始。

平成２年４月 32bitノートブック型パソコン、A4サイズ「B-1」を開発、OEM供給開始。

平成２年12月 本社を横浜市中区太田町へ移転。

平成４年11月 トラックボールとカラーディスプレイを採用した「B-2」を開発、OEM供給開始。

平成６年２月 米国での販売強化及び情報収集のためSOTEC AMERICA, INC.を設立。(平成11年２月清算)

平成６年６月 B5サイズのサブノートブック型パソコン「WinBook S・SC」を開発、販売開始。

平成７年６月 CD-ROM搭載マルチメディアノートブック型パソコン「WinBook Quattro」を開発、販売開始。

平成８年５月 
 

ベースステーション脱着式マルチメディアノートブック型パソコン「WinBook Bird」を開発、販
売開始。

平成８年６月 本社を横浜市西区みなとみらい横浜ランドマークタワー内へ移転。

平成９年２月 薄型A4サイズノートブック型パソコン「WinBook Slim」を開発、販売開始。

平成９年３月 韓国TriGem Computer,Inc.と業務提携。

平成９年７月 A5サイズハンディパソコン「WinBook Trim」を開発、販売開始。

平成９年９月 デスクトップ型パソコン「PC STATION」シリーズを開発、販売開始。

平成９年９月 ノートブック型パソコン「WinBook Eagle」シリーズを開発、販売開始。

平成９年９月 「ソーテックダイレクト」を開設。インターネット及び電話による直接販売を開始。

平成10年４月 本社に「SOTECショールーム」を開設。

平成10年７月 株式会社キョウデンと業務・資本提携。

平成10年９月 「Micro PC STATION」シリーズ(低価格デスクトップ型パソコン)を開発、販売開始。

平成11年６月 大阪市中央区に直営ショップとして「SOTEC 大阪営業所」を開設。

平成11年７月 モニタ一体型パソコン「e-one」を開発、販売開始。

平成11年10月 福岡市中央区に直営ショップとして「SOTEC 福岡営業所」を開設。

平成12年２月 低価格ノートブック型パソコン「e-note」を開発、販売開始。

平成12年４月 名古屋市中村区に直営ショップとして「SOTEC 名古屋営業所」を開設。

平成12年４月 マルチメディアデスクトップ型パソコン「PC STATION M370AV」を開発、販売開始。

平成12年５月 サポート体制強化のため株式会社ソーテック・イー・サービス(連結子会社)を設立。

平成12年７月 札幌市中央区に直営ショップとして「SOTEC 札幌営業所」を開設。

平成12年９月 
 

大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場(現、ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレ
ス」市場)へ上場。

平成12年10月 株式会社ケンウッドと共同開発の「AFiNA AV」、独自開発の「AFiNA Style」を発表。

平成13年６月 B5サイズノートブック型パソコン「AFiNA note」を開発、販売開始。

平成13年６月 横浜市金沢区に修理拠点として「ソーテック 横浜サービスセンター」を開設。

 
平成13年10月 

 

2001年度グッドデザイン賞を受賞「WinBook Uシリーズ、PC STATION Eシリーズ、AFiNA 
Style」。

平成14年５月 ACTIV Investment Partners Ltd.と業務提携。

平成14年10月 低価格ノートブック型パソコン「WinBook WLシリーズ」を開発、販売開始。

平成16年１月
海外事業拠点として中国に北京創新中電科技有限公司（現 蘇州創新中電科技有限公司）を設
立。

平成16年２月 海外事業拠点として韓国のソーテックコンピュータコリア株式会社へ出資。

平成17年３月 税込価格６万円台のノートブック型パソコン「WinBook WVシリーズ」を開発、販売開始。

平成17年10月 本社を東京都中央区東日本橋へ移転。

平成18年１月
法人事業に本格参入(ブランド名:e－three)、ノートブック型パソコン「HS300」、デスクトップ
型パソコン「HC300」等を開発、発売開始。

平成18年６月 周辺機器事業に新規参入(ブランド名：comfix)、USBメモリ、マウスの発売開始。

平成18年９月 連結子会社の株式会社ソーテック・イー・サービスを吸収合併。

平成18年10月 2006年度グッドデザイン賞を受賞(商品デザイン部門)「PC STATION BJシリーズ」。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び関連会社２社により構成され、パーソナルコンピュータ（以下、パソコンと

称します）を専業として事業活動を行ってまいりました。 

当社の主たる事業は、デスクトップ型・ノートブック型パソコン及び周辺機器の開発、製造、販売なら

びにテクニカルサポート業務、保守・修理業務であります。そのうち開発については海外（台湾）ベンダ

ーと共同で行い、生産は、ベアボーンと言われる部分を台湾のベンダーに委託し、ユーザのニーズをきめ

細かく取り込み最終完成品に仕上げる部分は日本（横浜）にある自社工場で組み立て等を行っております

(商標名：J－MADE)。また、最初から完成品にするものは台湾のベンダーに生産委託をしておりますが、

ベンダーの工場監査、生産工程の品質管理や工場出荷時の検査及び入荷時の検査を徹底し実施しておりま

す。 

  

［事業系統図］ 

事業系統図は、下図のとおりであります。 

  



 

(注）１ BTO(Build to Order、受注生産方式) 

   ２ 平成19年５月１日現在の事業系統を示しております。  

３  関連会社である蘇州創新中電科技有限公司及びソーテックコンピュータコリア㈱は、解散し清算手続き   

  中につき、両社ともに事業系統図から除いております。 

  



(1) 当社の販売形態について 

当社は、海外（台湾）のベンダーに製品（パソコン）を製造委託しております。また、製品の前半部

分（ベアボーン）を製造委託し、最終完成品に仕上げる部分は日本（横浜）にある自社工場で行ってお

ります(商標名：J－MADE)。日本国内を市場として販売活動を行っておりますが、その販売形態は、直

接販売と間接販売に区分されます。 

①直接販売 

パソコン専門雑誌、新聞広告、インターネットのホームページなどで当社製品の広告を行い、当社

ホームページ上から注文していただく「インターネット通販」、電話やファクスによる問い合わせや

注文に対応して製品を販売する「ダイレクトテレセールス」及び「ソーテックアウトレット」におい

て当社製品の店頭販売を行っております。また、顧客の希望によりパソコンへ追加仕様を行うBTO

(build to order)生産に注力しております。なお、パソコン市場の55％～60％を構成すると言われて

いる「法人市場」及び専業としているパソコン事業と相乗効果のとれる「周辺機器」の市場へ参入し

ております。 

②間接販売 

主に家電量販店を通して個人ユーザ向けに当社製品を販売する「量販」と、卸業者を通して二次店

(小売店)経由でユーザに当社製品を販売する「流通・卸」を行っております。 

  

(2) 当社のサービス提供について 

当社は、パソコンの保守・修理業務、テクニカルサポート・ヘルプデスク業務(注)の他、部品販売等

を行っております。 

(注) テクニカルサポート・ヘルプデスク業務とは、パソコンの使用上における技術的問い合わせに対する回答やア

ドバイスあるいは、不具合発生時の不良診断アドバイスを電話や電子メールを経由して行う、ユーザ向け支援

活動のことです。 

  



４ 【関係会社の状況】 

(1) 当社は、平成19年９月１日付けで、連結子会社の株式会社ソーテック・イー・サービスを吸収 

 合併したため、連結対象子会社はなくなりました。     

(2）関連会社である蘇州創新中電科技有限公司及びソーテックコンピュータコリア㈱は、現在両社 

 ともに解散し、清算手続き中であります。なお、ソーテックコンピュータコリア㈱は債務超過と 

 なっており、債務超過金額は4,558百万ウォン(約581百万円)であります。    

  
  
５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

    当連結会計年度において、連結子会社の株式会社ソーテック・イー・サービスを吸収合併し、 

 連結対象会社がなくなったため、記載しておりません。  

(2) 提出会社の状況 

 (平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 前事業年度末に比べ従業員数が44名増加しておりますが、当社連結子会社であった株式会社ソーテック・イ

ー・サービスを、当社が吸収合併したことによる増加であります。 

４ 平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりません。 

  労使関係は円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

134(153) 37.5 5.6 5,384



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

  

 (1) 業績 

当連結会計年度(以下、当期という)における我が国経済は、今もって続く原油価格の高止まりや原材

料の高騰、金利上昇など、不安要素を抱えながらも、設備投資の増加や雇用環境の改善が見られ、緩や

かな景気回復が続きました。しかし、当業界におきましては、個人消費の動きが弱く、競争は激化して

おり、厳しい経営環境となりました。 

 このような環境のもと、当社は①「BTO(Build to Order、受注生産方式)の拡充」②「直販事業(WEB/

ダイレクト)の強化」③「法人事業活動(ブランド名：e－three)の強化」④「周辺機器市場(ブランド

名：comfix)への参入」を主要施策として、売上の拡大はもとより、売上構成の改善による売上総利益

率の向上に取り組んでまいりました。その成果として、製造・販売している製品(デスクトップ型パソ

コン、ノートブック型パソコン)のうち、第４四半期(平成19年１月～３月)では約70％(前年同期比57％

増)がBTO製品(商標名：J－MADE)として市場に流通するまでとなりました。直販事業(WEB/ダイレクト)

では、直販比率が３月度で24.8％(前年同月比8.1％増)となり着実に向上しております。法人事業活動

の強化では、シンクライアント・モバイルの積極売り込みの効果もあり、大手通信事業者、大手進学

塾、官公庁等に対する受注の増加及び大手量販店(㈱ヤマダ電機、㈱KOUZIRO)との業務提携(平成19年５

月)により、売上構成の改善の寄与等が出始めております。 

 当期の経営成績は、前半はサッカーのワールドカップのために需要が大型テレビやDVDレコーダーに

シフトしたこと、マイクロソフトのOS Vistaの発売延期(平成19年１月に発売)による買い控えや市場へ

のインパクトが予想外に低かったこと等による市場低迷の影響を直接受け、パソコン販売台数は

176,612台(前年同期比19.8％減)、売上高は15,853百万円(前年同期比19.2％減)、営業損失は982百万円

(前年同期1,383百万円の営業損失)、経常損失は927百万円(前年同期1,415百万円の経常損失)、当期純

損失は1,229百万円(前年同期2,783百万円の当期純損失)となりました。経常損失に対して当期純損失が

増加したのは、当期に旧式化した「コンピュータシステム」を「新ITシステム」(平成19年４月稼動)に

全面置換したこと等に関して、固定資産減損損失199百万円を特別損失として計上したことによりま

す。 

  

  



 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

  



（2）事業のセグメント別実績 

当期における事業の種類別セグメントの実績を示すと、次のとおりであります。 

①パソコン事業 

当社の主力事業である当事業部門の売上高は、15,165百万円（前年同期比19.5％減少）、営業損失

は1,071百万円（前年同期は1,492百万円の営業損失）となりました。また、パソコン販売台数は、

176,612台と前年同期に比べ19.8％の減少となりました。 

  

  

②テクニカルサポート、保守・修理事業 

当事業部門におきましては、売上高は687百万円と前年同期比13.0％減少いたしましたが、営業利

益は89百万円（前年同期は115百万円の営業利益）となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

（3）キャッシュ・フローの状況等 

当連結会計年度末に保有する現金及び預金残高は1,916百万円であり、借入等は行っておりません。

輸入信用状の開設限度額の担保として定期預金1,150百万円を取引金融機関に差し入れているため、キ

ャッシュ・フロー計算書上では766百万円を現金及び現金同等物（以下「資金」という）として記載し

ております。また、自己資本比率は57.4％（前期末62.4％）と引き続き高水準であります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金の減少は通期において2,376百万円（前年同期は1,725百万円の減少）となりまし

た。売掛債権及びたな卸資産の増加により減少となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動による資金の増加は414百万円（前年同期は340百万円の減少）となりました。有価証券の償

還500百万円等により増加しております。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 該当事項はありません。 

(注）合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結貸借対照表は作成

      しておりません。したがいましてキャッシュ・フローの状況等の分析は個別貸借対照表等 

    にもとづき記載しております。                 



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

  

(1) 仕入実績 

当社で企画及び設計した全製品の製造は製造委託会社で行っているため、製品仕入高を仕入実績とし

ております。 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ パソコン事業は内訳を記載しております。 

３ デスクトップ型パソコンにはモニタ等の仕入も含まれております。 

４ ベアボーンの仕入を含んでおります。 

      

  

(2) 受注状況 

当社グループの受注生産(BTO)は、受注から販売までの期間が極めて短いため、記載を省略して 

 おります。  

  

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(製品別販売実績) 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ パソコン事業は内訳を記載しております。 

３ デスクトップ型パソコンにはモニタ等の売上も含まれております。 

４ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

パソコン事業

デスクトップ型パソコン 6,968,851 △19.0

ノートブック型パソコン 7,220,610 1.8

その他 85,859 △87.7

小計 14,275,321 △13.0

テクニカルサポート、保守・修理事業 240,821 213.4

合計 14,516,143 △11.9

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

パソコン事業

デスクトップ型パソコン 8,245,251 14.8

ノートブック型パソコン 6,512,450 △42.2

その他 408,288 8.6

小計 15,165,990 △19.5

テクニカルサポート、保守・修理事業 687,988 △13.0

合計 15,853,978 △19.2

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

(株)ヤマダ電機 1,078,520 6.8 1,811,800 11.4

(株)エディオン 1,146,921 7.2 1,674,526 10.6



３ 【対処すべき課題】 

パソコン市場は全ての企業活動の分野でスピードを持つことが競争に勝つ要と認識しております。その

ためには、経営資源を効率かつ有効的に活用することが必須であります。その中でも資金及び信用力の拡

充が重要なポイントになると考えております。大きな力を「外向き」に求め、企業価値を高め、成長を成

し遂げるため、外部の資源をも活用した「外部戦略」も積極的に検討してまいります。 

４ 【事業等のリスク】 

  

  

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響

を及ぼす可能性がある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年６月29日)現在において当社

が判断したものであります。 

（１）会社の経営形態について 

 当社は受注生産(BTO)を主体としたビジネスモデルを構築し実践しております。海外(台湾)のベンダー

には、最初から完成品にするものを生産委託しておりますが、相手先企業の信用状況や技術水準、提携内

容の変更または解消等により当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 （２）経営成績及び財政状態について 

 当社は平成14年３月期以降、営業損失、経常損失及び当期純損失を６期連続して計上し、営業キャッシ

ュ・フローは７期連続のマイナスが継続しております。今後の業績によっては運転資金の不足、取引条件

の悪化等、仕入・販売活動に影響を及ぼす可能性があります。 



（３）為替変動に係る影響について 

 当社は当社製品及びベアボーンの生産を海外（台湾）ベンダーに委託しております。また、部材も海外

(台湾)から調達しております。為替レートの急激な変動が当社の業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性

があります。 

（４）製品販売に係る影響について 

 当社はパソコンとその周辺機器の販売を専業としております。当社の主要顧客層は個人ユーザであるこ

とから普及率のさらなる上昇、個人消費需要の冷え込み、同業他社との価格競争等により当社の業績及び

財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 （５）技術革新及び市場ニーズに係る影響について 

 当社が事業を展開するパソコン市場は、急激な技術革新、市場・顧客ニーズの変化により、新製品及び

新サービスの適時導入が常に要求されます。当社は市場ニーズを把握し、他社に先駆けて新しい製品、サ

ービスを市場・顧客に俊敏に提供するよう取り組んでおりますが、製品の供給元が当社の要求に応え切れ

ない場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 （６）製造委託に係る影響について 

 当社は当社製品(完成品)の生産を海外（台湾）ベンダーに委託しており、仕入先企業、製品の船積地等

は台湾及び中国であります。当該地区の自然災害または政治的、経済的な変動等により当社製品の円滑な

生産もしくは仕入に支障をきたす可能性があります。 

 （７）特定の部品への依存について 

 現在のパソコンの主要構成部品である中央演算装置（CPU）、ハードディスクドライブ（HDD）、CD/DVD

ドライブ、液晶（LCD）、半導体（IC・LSI）メモリ、基本ソフトウェア（OS)等は市況性が極めて高く、

限られた特定専業メーカからの供給に依存しているため、需要の増加等によりその需給関係が崩れる恐れ

が発生した場合、必要とされる数量が必要とする時期に納入されない可能性があります。また、需給関係

により仕入価格が上昇した場合、販売価格に完全に転嫁できず当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 （８）製品の欠陥等、製造物責任について 

 当社製品の品質管理については万全を期しておりますが、予測不能な製品の欠陥、あるいは使用部品ま

たはソフトウェア等の不具合及び欠陥を理由として損害賠償請求が提起される可能性が存在します。製造

物責任賠償保険等に加入しておりますが、全ての補償額をカバーできる保証はありません。この保険によ

ってカバーされない損害の発生により当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 （９）知的財産権の侵害について 

 電子機器、電子部品の集積物であるパソコンは、その機構、技術及び使用方法等において何らかの意匠

権、特許権等の知的財産権が確立もしくは新たな知的財産権の申請がなされております。また、その知的

財産権の応用及び適用範囲が幅広く多岐に渡っていることから、予想外の係争または訴訟が当社に発生す

る可能性があり、当該係争が当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 （10）取引先の信用リスクについて 

 当社は取引先の財務情報等をもとに独自の格付けを行っており、取引先の信用リスクに備えておりま

す。しかし、倒産のような予期せぬ事態により債権回収等に支障が生じた場合、当社の業績及び財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

 （11）人材に関するリスクについて 

 必要とする人材の育成、採用ができない場合、当社の成長や利益に影響を及ぼす可能性があります。 

   (12)個人情報について 

 当社は個人情報の取り扱いについて、社内管理システムを構築しております。さらに、全従業員に対す

る教育を行っておりますが、当社の業務に関して得た個人情報について、何らかの不祥事、法規に反する

事態等が発生した場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 
(連結子会社の吸収合併) 

当社は平成18年５月17日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社ソーテック・イー・

サービスを吸収合併することを決議し、平成18年６月13日開催の取締役会において、合併契約書を承認す

ることを決議し、締結いたしました。なお、本合併は簡易合併の手続きで行うものであります。合併契約

の概要は次のとおりであります。 

①合併の方法 

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ソーテック・イー・サービスは解散いたします。 

②合併比率の算定根拠及び株式の割当 

 株式会社ソーテック・イー・サービス(被合併会社)の株式１株に対して当社株式0.0987株を割り当てい

たします。なお、合併比率の算定根拠は、第三者機関に合併比率の算定を依頼し、その結果を参考にして

合併当事者間において決定したものであります。また、新株の発行に代えて割当交付する自己株式は425

株であります。 

③合併の期日 

 平成18年９月１日 

④財産の引継 

 当社は平成18年３月31日現在の株式会社ソーテック・イー・サービスの貸借対照表その他同日現在の計

算を基礎とし、これに合併に至るまでの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併期日におい

て引継ものであります。 

⑤吸収合併消滅会社の合併時の資産・負債の状況  

        資産                   負債 

 
⑥吸収合併存続会社となる会社の資本金・事業の内容(当該吸収合併後) 

  資本金 8,522百万円 

契約会社名 相手先 契約品目 契約の内容 契約期間

㈱ソーテック
Microsoft 
Licensing, Inc.

パーソナルコンピ
ュータオペレーテ
ィングシステム

パーソナルコンピュー
タ用OS搭載許諾

平成18年８月１日から 
平成19年７月31日

㈱ソーテック
ACTIV Investment
Partners Ltd.

経営改善を企図し
た業務協力、支援

中長期的視点に立った
当社経営全般に対する
側面的サポートを行う
業務提携

平成14年５月20日より概ね５年

㈱ソーテック
ASUSTek Computer 
Inc.

パーソナルコンピ
ュータその他関連
製品及び部品

パーソナルコンピュー
タその他関連製品の製
造及び部品の供給

平成17年９月６日から１年間
ただし、変更等の申出が無
い限り、１年毎に自動延長

㈱ソーテック
ELITEGROUP COMPUTER 
SYSTEMS Co.,LTD.

パーソナルコンピ
ュータその他関連
製品及び部品

パーソナルコンピュー
タその他関連製品の製
造及び部品の供給

平成16年11月24日から１年間
ただし、変更等の申出が無
い限り、１年毎に自動延長

㈱ソーテック
MiTAC  Techonology 
Corp

パーソナルコンピ
ュータその他関連
製品及び部品

パーソナルコンピュー
タその他関連製品の製
造及び部品の供給

平成18年5月18日から１年間
ただし、変更等の申出が無
い限り、１年毎に自動延長

科目 金額(千円) 科目 金額(千円)

流動資産 641,360 流動負債 571,661

固定資産 固定負債 46,879

 有形固定資産 41,400 負債合計 618,541

 無形固定資産 14,858

 投資その他の資産  21,220 77,479

資産合計 718,839



 事業内容 パソコン及び周辺機器の開発、製造、販売及びテクニカルサポート業務、保守・修理 

      業務であります。  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度（以下、当期という）の研究開発活動は、新技術のパソコンへの取り組み、新たなビジ

ネスモデルの商品開発に注力いたしました。なかでも量販店への販売活動を拡大させるための、ID差別化

商品の開発(BJ5000シリーズ)、地上波デジタルワンセグ対応のノートブック型パソコン(WA5000)の開発及

び生産体制の確立、またHDMI対応のワイドディスプレイ対応製品を実現いたしました。 

 なお、当期においては研究開発費として186百万円を計上いたしました。 

  事業の種類別における研究開発活動については、テクニカルサポート、保守・修理事業の割合が小さい

ため記載を省略しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成19年６月29日)現在において当社が判断

したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積もり 

  当社の連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資

産・負債の開示並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積もり等を行っておりま

す。経営陣は債権の貸倒れ、たな卸資産、投資、法人税等、財務活動、アフターサービス、退職金、偶発

事象に関する見積もり及び判断に対して継続して評価を行っております。経営陣は過去の実績や状況に応

じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、見積もり及び判断を行い、その結果は他の方法では判定し

にくい資産・負債の簿価及び収入・費用の報告数字についての判断の基礎となっております。 

 当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(「企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。従来の資本の部に相

当する金額は4,662,890千円であります。 

 当期から「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び

事業分離会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第

10号)を適用しております。 

 当期から、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会最終

改正 平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会最終改正 平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適用して

おります。なお、これによる損益に与える影響はありません。 

(2)当連結会計年度の財政状態の分析 

①資産 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べ、15.3％減少し、7,199百万円となりました。これは主に現金及

び預金及び有価証券の減少によるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ、32.6％増加し、927百万円となりました。これは主に連結子会

社の㈱ソーテック・イー・サービスを吸収合併したことによる資産継承が要因であります。  

 ②負債 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べ、23.4％減少し、2,411百万円となりました。これは新株予約権

を純資産の部へ移動したことが主な要因であります。 

  固定負債は、前連結会計年度末に比べ、118.0％増加し、495百万円となりました。これはリサイクル費

用引当金及び関係会社整理損失引当金の増加が主たる要因であります。 

 ③純資産 

 純資産合計は、5,219百万円となり、自己資本比率は57.4％であります。 

(3)当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末に保有する現金及び預金残高は、1,916百万円であり、借入等は行っておりません。

輸入信用状の開設限度額の担保として1,150百万円を取引金融機関に差し入れているため、キャッシュ・

フロー計算書上では766百万円を現金及び現金同等物（以下、「資金」という）として記載しておりま

す。 

 ①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金の減少は2,376百万円（前年同期は1,725百万円の減少）となりました。売掛債権及

びたな卸資産の増加により減少となりました。 

 ②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動による資金の増加は414百万円（前年同期は340百万円の減少)となりました。有価証券の償還

500百万円等により増加しております。 

 ③財務活動によるキャッシュ・フロー 



 該当はありません。 

(注) 合併により連結会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結貸借対照表は作成し 

   ておりません。したがいまして当連結会計年度の財政状態及びキャッシュ・フローの分析 

   は個別貸借対照表等にもとづき記載しております。     



(4)当連結会計年度の経営成績の分析 

① 概況 

当連結会計年度(以下、「当期」という)のパソコン市場全体の動向は、ビジネス市場は、景気回復やセ

キュリティ需要の伸び等を背景に堅調に推移しましたが、個人市場は、前半はサッカーのワールドカップ

のために需要が大型テレビやDVDレコーダーにシフトしたこと、後半は新OS(マイクロソフトのOS Vista)

発売延期による買い控えの影響等もあり、市場全体では前連結会計年度（以下、「前期」という)を下回

る結果となりました。 

 このような状況下において、当社は、PC STATION BJシリーズ(2006年度グッドデザイン賞受賞(商品デ

ザイン部門))を中心とした、デスクトップ型パソコンの売上は堅調でしたが、ノートブック型パソコンの

伸びが予想を下回り、パソコン販売台数は前年同期比19.8％の減少となり、当期の売上高は15,853百万円

と前年同期比19.2％の減少となりました。 

② 売上高 

売上高は、前期に比べ3,771百万円減少し、15,853百万円となりました。売上高を製品別（周辺機器等

を除く）に見ると、デスクトップ型パソコンは前期に比べ14.8％増加の8,245百万円、ノートブック型パ

ソコンは前期に比べ42.2％減少の6,512百万円となりました。一方、テクニカルサポート、保守・修理部

門の売上は687百万円と前期に比べ13.0％の減少となりましたが、89百万円の営業利益を計上しておりま

す。 

③ 売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価は、前期に比べ3,420百万円減少し14,272百万円となりました。調達から販売までのきめ細や

かなコントロールを実施しております。 

 販売費及び一般管理費は、前期に比べ752百万円減少し2,563百万円となりました。主たる要因は給与手

当、雑給の減少（前年同期比274百万円減）であります。 

④ 営業損失、経常損失及び当期純損失 

営業損失は982百万円（前年同期は1,383百万円の営業損失）、経常損失は927百万円（前年同期は1,415

百万円の経常損失）となり、前期に比べ大幅に改善したとはいえ損失を計上いたしました。当期純損失は

1,229百万円（前年同期は2,783百万円の純損失）となり、経常損失に比べ当期純損失が増加したのは、当

期に旧式化した「コンピュータシステム」を「新ITシステム」(平成19年４月稼動)に全面置換したこと等

に関して、固定資産減損損失の199百万円を特別損失として計上したことによります。 

⑤ 経営成績に重要な影響を与える要因及び方針について 

パソコンに特化している当社グループを取り巻く環境は非常に競争が激しく、かつ急速なIT技術の進歩

と技術革新及びブロードバンド環境の進展により市場ニーズは常に変化しております。このような環境の

中、今後も厳しい状況が続くと予想されます。当社はメーカーであることの使命を明確に認識し、モノづ

くりに真正面から取り組むとともに、「事業構造の変革」(収益性の良い「WEB/ダイレクト」の拡充及び

「法人、業務市場」への参入強化)に着手しております。また、外部の資源をも活用した「外部戦略」も

積極的に検討してまいります。このことにより早期の黒字化の達成と定着を図ってまいります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総額は245百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資は、次のと

おりであります。 

(1) パソコン事業 

工具、器具及び備品や社内システムのソフトウェア等で、総額243百万円の投資を実施いたしました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

(2) テクニカルサポート、保守・修理事業 

工具、器具及び備品に総額１百万円の投資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却または売却は

ありません。 

  

 
  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成19年3月31日現在) 

 
(注) 上記従業員数は臨時雇用者数(平均人員数)を外書きしております。 

  

(2) 国内子会社 

当社連結子会社の株式会社ソーテック・イー・サービスは、平成18年９月１日付けで、当社に吸収合併

を行っております。したがいまして、当連結会計年度末には子会社はありません。 

  

(3) 在外子会社 

在外子会社はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  重要な設備の新設等の計画はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

  重要な設備の除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(名)土地 

(面積㎡)
建物

機械装置
及び 
運搬具

その他
ソフト
ウェア

合計

本社 
(東京都中央区)

パソコン 
事業

事務所 
 

―(―) ― ― 1,741 ― 1,741 70(16)

BTO生産センター 
（横浜市金沢区）

パソコン 
事業

物流・
生産 
 

376,806
(3,608)

208,306 ― ― ― 585,112 28(48)

カスタマーサービ
スセンター 
 (横浜市金沢区)

テクニカ
ルサポー
ト、保
守・修理
事業

保守・ 
 修理

―(―) 24,615 3,316 5,617 4,224 37,773 26(81)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 
  

②【発行済株式】 

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項は、次のとおりで

あります。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 398,328

計 398,328

種類
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日）

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年６月29日）

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名

内容

普通株式 117,727 117,727

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー・
マーケット-「ヘラク
レス」）

株主としての権利
内容に制限のな
い、標準となる株
式

計 117,727 117,727 ― ―

株主総会の特別決議日(平成11年12月24日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 50 35

新株予約権の行使時の発行価額(円) 8,500 (注)１ 同左

新株予約権の行使期間
平成13年12月25日～
平成21年12月23日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価額及び資本組入額(円)

発行価額  8,500
資本組入額 4,250

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、
その他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  行使価額調整式により権利行使価額の調整を行う場合には、新株予約権の行使によって発行すべき株式の数

を次に定める算式をもって調整し、かかる調整により0.01株未満の端株式が生じる場合にはこれを切り捨て

るものとする。ただし、調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない

目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。 

 
２ ①対象者の死亡、退職等 

対象者は、死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は使用人の地位を喪失した場合、その地位喪失

時における未行使の新株予約権を行使できない。但し、対象者がかかる地位喪失と同時に当社又は当社の関

係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則＜昭和38年11月27日大蔵省令第59号＞第8条の

定義に従うものとし、「法の規定により財務諸表を提出すべき会社」とあるのを「当社」と読みかえる）の

取締役、監査役、相談役もしくは使用人の地位を取得した場合はこの限りではない。 

  ②対象者の非違行為又は競業関係にある会社への就職等 

対象者に著しい非違行為があった場合又は対象者が当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、相談役、

使用人、嘱託、顧問又はコンサルタントとなった場合等、新株予約権等の付与の目的上対象者に新株予約権

を行使させることが相当でないとされる事由が生じた場合は、対象者に付与された新株予約権は直ちに失効

し、その後新株予約権を行使することができないものとする。 

  ③会社の合併 

当社が他社と吸収合併又は新設合併を行う場合、未行使の新株予約権はかかる吸収合併又は新設合併にかか

る契約の定めに従う。 
  

 
(注）１ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。 

 
  また、時価を下回る発行価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

 
  さらに、時価を下回る発行価額で当社株式に転換可能な証券を発行するとき、又は時価を下回る発行価額で

当社新株を引き受ける権利を付された証券を発行するときも上記算式に準じて調整される。加えて、当社が

他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、あるいは株式交換を行い完全親会社となる場合、当社は必要

と認められる発行価額の調整を行うことがある。 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
１

分割・合併の比率

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

株主総会の特別決議日(平成13年６月27日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 510 460

新株予約権の行使時の発行価額(円) 395,858 (注)１ 同左

新株予約権の行使期間
平成15年６月28日～
平成23年６月26日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価額及び資本組入額(円)

発行価額  395,858
資本組入額 197,929

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れ、
その他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
１

分割・合併の比率

新規発行 

株式数
×

１株当たり 

発行価額
既発行株式数 ＋

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数



２ ①対象者の死亡、退職等 

対象者は、死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は使用人の地位を喪失した場合、その地位喪失

時における未行使の新株予約権を行使できず、付与された新株予約権は失効するものとする。ただし、対象

者がかかる地位喪失と同時に当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

＜昭和38年11月27日大蔵省令第59号＞第8条の定義に従うものとし、同条において「法の規定により財務諸

表を提出すべき会社」とあるのを「当社」と読みかえる）の取締役、監査役、相談役もしくは使用人の地位

を取得した場合はこの限りではない。 

  ②対象者の非違行為又は競業関係にある会社への就職等 

対象者に著しい非違行為があった場合又は対象者が当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、相談役、

使用人、嘱託、顧問又はコンサルタントとなった場合等、新株予約権等の付与の目的上対象者に新株予約権

を行使させることが相当でないとされる事由が生じた場合は、対象者に付与された新株予約権は直ちに失効

し、その後新株予約権を行使することができないものとする。 

  ③会社の合併 

当社が他社と吸収合併又は新設合併を行う場合、未行使の新株予約権はかかる吸収合併又は新設合併にかか

る契約の定めに従う。 

  

平成13年改正旧商法第280条ノ20の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
(注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株である。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合は次の算式により新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を調整

するものとする(これに伴い新株予約権の目的たる株式の総株数も調整される)。ただし、かかる調整はその

時点で新株予約権者が権利行使をしていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われるものと

し、調整の結果0.01株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 
  また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分(ただし、新株引受権又

は新株予約権の行使により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く)を行う場合は、次の算式によ

り調整される(0.01株未満の端数切り捨て)。 
  

 
  

  上記算式において、既発行株式数には当社が保有する自己株式は含まれないものとする。また、時価を下回

る発行価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることができる新株予約権又は新株予約権が付さ

れた新株予約権付社債の発行が行われる場合にも上記の算式により調整される。 

３ 当社は、本件新株予約権の発行日から１年を経過した場合には、その時点において行使されていない新株予

約権について、当該予約権の保有者の同意を条件として、取締役会議の決議をもって、適宜発行価額で消却

することができる。 

取締役会の決議日(平成14年５月20日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 23,000(注)１ 23,000(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 23,000(注)２ 23,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 97,120 同左

新株予約権の行使期間
平成14年８月２日～
平成19年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 121,318
資本組入額 60,659

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡する場合
は、当社との協議を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割(又は併合)の比率

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
既発行株式数  ＋  新規発行(処分)株式数

既発行株式数＋

新規発行
(処分)株式数

×
１株当たりの発行 

(処分)価額

新規発行(処分)前の株式の時価



平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予

約権は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株である。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする

（これに伴い新株予約権の目的たる株式の総株数も調整される）。但し、かかる調整はその時点で新株予約

権者が権利行使をしていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われるものとし、調整の結果１

株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 
時価を下回る価額で新株を発行もしくは自己株式を処分する場合（新株予約権の行使による場合を除く）、

又は時価を下回る価額で新株の発行もしくは自己株式の移転を受けることができる新株予約権又はかかる新

株予約権が付された新株予約権付社債を発行する場合、次の算式により新株予約権１個当たりの目的たる株

式数を調整するものとする（これに伴い新株予約権の目的たる株式の総数も調整される）。但し、かかる調

整はその時点で新株予約権者が権利行使をしていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われる

ものとし、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 
２ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る発行金額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使による場合を除

く）、又は時価を下回る価額で新株の発行もしくは自己株式の移転を受けることができる新株予約権又はか

かる新株予約権が付された新株予約権付社債を発行する場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
上記算式において、既発行株式数には当社が保有する自己株式は含まれないものとする。  

３ 対象者は、権利行使時においても当社又は当社の関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則＜昭和38年11月27日大蔵省令第59号＞第8条の定義に従うものとし、同条において「法の規定により財

務諸表を提出すべき会社」とあるのを「当社」と読みかえる）の取締役、監査役、相談役もしくは従業員で

あることを要する。 

対象者に著しい非違行為があった場合又は対象者が当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、相談役、

使用人、嘱託、顧問又はコンサルタントとなった場合等、新株予約権等の付与の目的上対象者に新株予約権

を行使させることが相当でないとされる事由が生じた場合は、対象者は、その後新株予約権を行使すること

ができないものとする。 

当社が他社と吸収合併又は新設合併を行う場合、未行使の新株予約権はかかる吸収合併又は新設合併にかか

る契約の定めに従う。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月25日)

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個)     200 (注)１     200（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数  ―  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)     200 (注)１     200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円)  68,400 (注)２  68,400（注）２

新株予約権の行使期間
平成18年６月26日～
平成26年６月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合 
の株式の発行価額及び資本組入額(円)

発行価額  68,400
資本組入額 34,200

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は、取締役
会の承認を必要とする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
調整前株式数 × 調整後の１株当たりの払込金額

調整前１株当たりの払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・合併の比率

新規発行 

(処分）株式数
×

１株当たり 

(処分）発行価額
既発行株式数 ＋

１株当たり調整後

払 込 金 額
＝

１株当たり調整前

払 込 金 額
×

新規発行(処分）前の株式の時価

既発行株式数 ＋ 新規発行(処分）増加株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

  
      該当事項はありません。 
  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
（注）１ 平成14年６月27日開催の定時株主総会決議に基づき、資本準備金を11,000,000千円減少させ、全額を資本準

備金減少差益に振替えております。また、その他は新株引受権の行使による増加であります。 

 ２ 新株引受権の行使による増加であります。 

 ３ 平成17年６月28日開催の定時株主総会において、資本準備金5,212,913千円の全額及び資本を2,726,700千円

減少し欠損填補することを決議しております。 

 ４ 平成17年６月28日開催の定時株主総会における第22期損失処理案承認の決議に基づくものであります。 

 ５ 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による増加であります。 

 ６ 平成17年６月28日開催の定時株主総会における資本減少承認の決議に基づき、資本を2,726,700千円減少し

欠損補填したものであります。 

 ７ 千円未満は切り捨て表示をしております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 
(注)１

1,266 116,156 5,380 11,242,351 △10,994,619 5,206,363

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 
(注)２

1,541 117,697 6,549 11,248,900 6,549 5,212,913

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 
(注)３

― 117,697 ― 11,248,900 ― 5,212,913

平成17年６月28日 
(注)４

― 117,697 ― 11,248,900 △5,212,913 ―

平成17年７月１日 
(注)５

30 117,727 127 11,249,028 127 127

平成17年８月12日 
(注)６

― 117,727 △2,726,700 8,522,327 ― 127



  (5) 【所有者別状況】 

(平成19年３月31日現在) 

 
（注)１ 自己株式4,889株は、すべて「個人その他」に含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が９株含まれております。 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

（平成19年３月31日現在） 

 
(注）１ 当社は自己株式4,889株(4.15％)を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。 

２ 所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

  

  

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 7 15 121 18 12 10,425 10,598 ―

所有株式数 
(株)

― 2,110 2,168 781 25,110 232 87,326 117,727 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 1.79 1.84 0.67 21.33 0.20 74.17 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ACTIV Investments Fund L.P.
(常任代理人 株式会社三井住友
銀行資金証券サービス部)

東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 18,700 15.88

大 邊 創 一 神奈川県横浜市金沢区 5,849 4.96

ゴールドマンサックスインター
ナショナル(常任代理人 ゴール
ドマン・サックス証券株式会社)

東京都港区六本木六丁目10番１号 4,230 3.59

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 1,355 1.15

山 本 廣 道   大阪府大阪市西成区 1,036 0.88

メロンバンクエービーエヌアムロ
グローバルカストディエヌブイ

(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

東京都中央区日本橋三丁目11番１号 792 0.67

仝 棟 智 埼玉県北本市 726 0.61

河 野 博 東京都世田谷区 690 0.58

中 村 成 悦 神奈川県川崎市高津区 600 0.50

大阪証券金融株式会社（業務口) 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 474 0.40

計 ― 34,452 29.22



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

（平成19年３月31日現在） 

 
(注) １ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構の名義の株式が９株(議決権９個)含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

（平成19年３月31日現在) 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)(注)１ 普通株式  4,889 ―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) (注)２ 普通株式 112,838 112,838 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 117,727 ― ―

総株主の議決権 ― 112,898 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社ソーテック

横浜市金沢区幸浦二丁目
20番５号

4,889 ― 4,889 4.15

計 ― 4,889 ― 4,889 4.15



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ19の規定に基づ

き新株引受権を付与する方法、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の

規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

① 旧商法第280条ノ19の規定によるもの 

 
  

 
  

② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定によるもの 

 

決議年月日 平成11年12月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員 ４

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

権利行使期間 同上

権利行使についての条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社監査役 １
当社従業員 11

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

権利行使期間 同上

権利行使についての条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 １

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  該当事項はありません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未 

  満株式の買取り及び買増しによる株式数は含めておりません。  

【株式の種類等】 普通株式

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

425 20,145 ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 4,889       ― 4,889               ―



３ 【配当政策】 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に特段の定めが

ある場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めております。また、当社は

毎年３月31日または９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に

対し、金銭による剰余金の配当を行なう旨を定款で定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場)におけるものであ

ります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場)におけるものであ

ります。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 325,000 294,000 130,000 120,000 67,600

最低(円) 51,000 50,000 39,000 41,400 24,000

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高(円) 41,400 39,000 33,950 35,500 36,750 27,800

最低(円) 33,000 32,000 25,050 26,800 24,800 24,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長 CEO 山 田 健 介 昭和17年10月21日生

昭和42年４月 早川電気工業（現、シャープ株式

会社）入社

（注)３ ―

昭和44年10月 米国シャープエレクトロニクスコ

ーポレーション出向

平成元年１月 シャープエレクトロニクスヨーロ

ッパ,Gmb.社長 兼 シャープマニ

ュファクチャリングオブフランス

社長

平成９年６月 シャープ株式会社取締役ドキュメ

ントシステム事業本部長

平成12年４月 同社常務取締役情報システム事業

本部本部長

平成15年５月 同社常務取締役環境統括兼環境安全

本部長

平成16年６月 同社常務取締役退任

平成16年９月 当社入社 執行役員兼ＣＯＯ就任

平成19年６月 当社代表取締役社長兼CEO 
（現任）

平成６年10月 中央監査法人(現、みすず監査法

人)入所

CFO兼管理部
門管掌

平成10年１月 太田昭和監査法人(現、新日本監

査法人)入所

平成10年４月 公認会計士登録

取締役 富永 郷三 昭和45年２月５日生
平成14年12月 株式会社ニッセン入社執行役員財

務・IR・経営管理担当
(注)３ ―

平成18年10月 株式会社MGコンサルティング設立

同社代表取締役(現任)

平成19年４月 当社顧問

平成19年６月 当社取締役 CFO兼管理部門管掌

(現任)

昭和59年４月 当社入社

 
商品本部副
本部長(技術

担当)兼PC技
術部部長 

 

昭和61年１月 当社取締役技術部部長

平成14年４月 当社専務取締役技術統括本部 

本部長

取締役 田中 耕一 昭和32年12月21日生 平成16年６月 品質保証本部本部長 (注)３ 192

平成16年10月 商品信頼性本部製品品質部 

部長

平成18年４月 商品本部副部長

平成19年４月 商品本部副本部長兼PC技術部部長

平成19年６月 当社取締役 商品本部副本部長(技

術担当)兼PC技術部部長(現任)

取締役 ― 青 松 英 男 昭和29年６月29日生

昭和52年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニ

ー（東京）入社

(注)３ ―

昭和57年１月 世界銀行ワシントン本部プロジェ

クトオフィサー
平成４年７月 NMロスチャイルド・アンド・サン

ズ・リミテッド駐日代表
平成８年４月 ロスチャイルド・ジャパン株式会

社代表取締役社長
平成11年11月 アクティブ・インベストメント・

パートナーズ代表パートナー（現

任）
平成14年６月 当社取締役（現任）

平成15年４月 アクティブ・インベストメント・

パートナーズ株式会社代表取締役

（現任）
平成16年３月 東急観光株式会社(現、トップツ

アー株式会社）取締役（現任）
平成17年３月 株式会社ニッセン取締役（現任）

取締役 ― 川 嶋 紀 秀 昭和15年２月11日生

昭和37年４月 株式会社住友銀行（現、株式会社

三井住友銀行）入行

(注)３ ―

昭和45年４月 モルガン銀行入行

昭和58年１月 株式会社コンピューター・システ

ム・リース代表取締役

昭和61年７月 JPモルガン入社バイス・プレジデ

ント、マネージング・ディレクタ

ー

平成15年11月 アクティブ・インベストメント・

パートナーズ株式会社取締役（現

任）
平成16年３月

東急観光株式会社（現、トップツ



 
  

アー株式会社）取締役（現任）

平成17年６月 当社取締役（現任）



 
(注) １ 取締役 青松英男及び川嶋紀秀は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 石川通敬及び禿節史は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。 

４ 常勤監査役 雪井久彌彦の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会の時から平成20年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。 

５ 監査役 石川通敬の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会の時から平成21年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 

６ 監査役 禿節史の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会の時から平成23年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。 

７ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役
（常勤） ― 雪 井 久彌彦 昭和21年８月13日生

昭和44年４月 住友信託銀行株式会社入行

(注)４ ―

平成９年６月 住友信託銀行株式会社監査役室長

平成12年11月 株式会社ソーテック・イー・サー

ビス管理本部長

平成13年９月 株式会社ソーテック・イー・サー

ビス取締役

平成18年４月 株式会社ソーテック・イー・サー

ビス管理部長兼カスタマーセンタ

ー長

平成18年７月 当社管理本部長

平成19年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 石 川 通 敬 昭和14年10月17日生

昭和38年４月 三菱信託銀行株式会社入社

(注)５ ―

平成２年６月 同社取締役

平成４年６月 第一電工株式会社常務取締役

平成11年６月 三菱信情報システム株式会社常勤

監査役

平成14年４月 駒沢女子大学講師(現任)

平成14年４月 有限会社グローバルビジネスコン

サルタンツ代表取締役(現任)

平成17年６月 当社監査役(現任)

監査役 ― 禿  節 史 昭和20年５月５日生

昭和45年４月 シャープ株式会社中央研究所 

入社

(注)６ ―

昭和59年２月 工学博士

昭和63年７月 同社IC事業本部ICデザインセンタ

ー所長

平成９年６月 有限会社光和技術研究所設立、代

表取締役社長(現任)

平成12年４月 財団法人武田計測先端知財団プロ

グラムスペシャリスト(兼任)

平成13年11月 NPO法人大田ビジネス創造協議会

設立、理事(兼任)

平成15年６月 日本高純度化学株式会社社外監査

役(兼任)

平成18年６月 当社補欠監査役

平成19年６月 当社監査役(現任)

計 192

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

清 水 幹 裕 昭和17年１月26日生

昭和42年３月 東京大学法学部卒業

(注) ―

昭和42年４月 文部省入省

昭和46年９月 司法試験合格

昭和50年４月 弁護士(東京弁護士会所属)

平成12年４月 文部省(現文部科学省)入札監視委

員(兼任)

平成14年８月 文部科学省学校法人運営委員 

(兼任)

平成19年６月 当社補欠監査役(現任)



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスの強化により、経営による意思決定の透明性と効率性を高め、企業

価値の向上をはかることをもっとも重要な取り組みの一つととらえております。そのために当社の事業体

制に相応したコーポレート・ガバナンス体制を以下のとおり構築し、充実をはかっております。 

(1）取締役会・役員体制 

平成19年５月31日現在の当社の取締役会は、取締役３名（うち社外取締役２名）で構成されておりま

す。取締役会は、経営における意思決定機関であると同時に、業務執行に関する監督機関として毎月一回

の定例開催や必要に応じた臨時開催等により、経営の基本方針や重要事項を審議、決議等を行っておりま

す。また取締役の報酬については株主総会で承認された金額の枠内で取締役会において定めております。

なお取締役の責任の明確化をはかり、機動的な取締役会の体制構築のため、取締役の任期を一年としてお

ります。 

(2)監査役・監査役会 

  平成19年５月31日現在の当社の監査役会は、監査役３名（うち常勤監査役１名）で構成されておりま

す。監査役は取締役会に出席をし、取締役の職務を含む経営の日常的活動の監査を行っております。同時

に監査役会を開催しております。また、監査役は会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとと

もに、情報交換などの連携を図っております。なお監査役の報酬については株主総会で承認された金額の

枠内で監査役会において定めております。 

(3)株主及びその他ステークホルダーへの対応 

 当社事業の透明性を高め説明責任を果たすため、適時開示に努めております。また経営トップの従業員

との直接対話、協議により信頼関係の醸成に努めております。一方環境面においては「資源有効利用推進

法」に則り、パソコンの回収・再資源化を通じ環境保護に努めております。 

(4)内部統制システムに関する基本的な考え方 

 当社は内部統制の基本となる「行動指針」を制定しております。 

「行動指針」 

・事業活動にあたり、法令、その他の社会的規範を遵守し、公正・透明・自由な競争ならびに適正な取引

を行います。 

・社会的に有用な製品・サービスを、安全性や個人情報・顧客情報の保護に十分配慮して、開発、提供

し、消費者・顧客の満足と信頼を確保します。 

・個人情報及びインサイダー情報等、情報セキュリティー管理を徹底します。 

・会社の事業活動とその結果について、株主はもとより社会に対して、適時に情報開示を行います。 

・自己の資産・権利を適正に管理、使用し、また他の者の資産・権利を尊重します。 

・地球環境への負担を低減し、持続可能な社会づくりに貢献します。 

・社員の人格と個性を尊重し、安全で働きやすい環境を確保し、ゆとりと豊かさを実現できる環境を整え

ます。 

(5）当事業年度に取締役及び監査役へ支払った報酬の内容は次のとおりであります。 

 
（注)１ 当期中の退任監査役１名に対する報酬を含んでおります。 

２ 社外取締役２名のうち、１名は無報酬であります。 

区 分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額
(名) （千円） （名） （千円） （名） （千円） （名） （千円） （名） （千円）

定款又
は株主
総会決
議に基
づく 
報酬

１ 23,016 １ 3,606 １ 5,916 ３ 6,550 ６ 39,088

計 １ 23,016 １ 3,606 １ 5,916 ３ 6,550 ６ 39,088



(6）社外取締役及び社外監査役との関係 

① 社外取締役 

 
② 社外監査役 

 
(7)  責任限定契約の内容の概要 

   当社は社外監査役と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約をしており、当該契 

  約に基づく賠償責任の限度額は、金5,000千円以上または会社法第425条第１項に定める最低責任 

  限度額のいずれか高い額としております。         

(8)  取締役の員数 

   当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。 

(9)  自己の株式の取得 

     当社は、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することが出来る旨を定 

  款で定めております。 

(10) 剰余金の配当等 

    当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項に定める事項については、法令に特段の定めがあ 

  る場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めております。  

                

(11）会計監査の状況及び監査報酬の内容 

① 会計監査の状況 

(a)業務を執行した公認会計士の氏名 

 本間公認会計士事務所    本間 周平 

  阿久津斉一公認会計士事務所 阿久津 斉一 

(b)監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ６名  その他 １名 

(c)審査体制 

   当該監査業務に従事していない公認会計士２名が審査を行っております。 

② 監査報酬の内容 

  公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は26,500千円であります。 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

   (注) 会計監査人本間公認会計士事務所 本間周平及び阿久津斉一公認会計士事務所 阿久津斉一は 

氏 名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

青松英男 ― ― ―

同人が代表パートナーであるアクティ
ブ・インベストメント・パートナーズと
当 社 の 法 人 主 要 株 主 で あ る ACTIV 
Investments Fund L.P.は同一グループに
属しております。

川嶋紀秀 ― ― ―

同人が取締役であるアクティブ・インベ
ストメント・パートナーズ株式会社と当
社 の 法 人 主 要 株 主 で あ る ACTIV 
Investments Fund L.P.は同一グループに
属しております。

氏 名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

石川通敬 ― ― ― ―

小林正典 ― ― ― ―



    平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしました。 

    なお、平成19年６月28日開催の第24回定時株主総会において、「監査法人みらい」が会計監査 

    人として選任されております。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、本間公認会計士事務所 公認会計士本間周平氏及び阿久津斉一公認会

計士事務所 公認会計士阿久津斉一氏により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の平成18年９月１日に連結子会

社を吸収合併したため、当連結会計年度末は、連結対象会社はなくなりました。従いまして、当連結会計

年度は連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書のみを作成しております。    



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

 Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 ※１ 4,229,450

  ２ 受取手形及び売掛金 2,590,398

  ３ 有価証券 ※１ 500,000

  ４ たな卸資産 1,685,269

  ５ その他 205,750

    貸倒引当金 △566,661

   流動資産合計 8,644,207 91.8

 Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産

   (1) 建物 455,498

     減価償却累計額 193,271 262,227

   (2) 機械装置及び運搬具 68,972

     減価償却累計額 65,342 3,630

   (3) 土地 376,806

   (4) その他 340,323

     減価償却累計額 332,582 7,740

   有形固定資産合計 650,404 6.9

  ２ 無形固定資産 21,820 0.2

  ３ 投資その他の資産

   (1) 投資有価証券 54,127

   (2) その他 75,573

     貸倒引当金 △30,449

   投資その他の資産合計 99,251 1.1

   固定資産合計 771,476 8.2

   資産合計 9,415,683 100.0

         (注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結貸借対照表は作成しておりま 

       せん。 



 
        (注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結貸借対照表は 

       作成しておりません。 

 

   

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

 Ⅰ 流動負債

  １ 買掛金 1,553,751

  ２ 未払金 376,402

  ３ 未払法人税等 23,039

  ４ 新株予約権 556,554

  ５ 賞与引当金 53,889

  ６ 製品保証引当金 273,791

  ７ 関係会社損失引当金 154,877

  ８ 関係会社整理損失引当金 114,928

  ９ その他 135,983

   流動負債合計 3,243,217 34.4

 Ⅱ 固定負債

  １ 繰延税金負債 6,377

  ２ 退職給付引当金 114,511

  ３ リサイクル費用引当金 151,169

   固定負債合計 272,057 2.9

   負債合計 3,515,275 37.3

(少数株主持分)

   少数株主持分 27,098 0.3

(資本の部)

 Ⅰ 資本金 ※２ 8,522,327 90.5

 Ⅱ 資本剰余金 127 0.0

 Ⅲ 利益剰余金 △2,182,338 △23.2

 Ⅳ その他有価証券評価差額金 9,315 0.1

 Ⅴ 為替換算調整勘定 18,611 0.2

 Ⅵ 自己株式 ※３ △494,733 △5.2

   資本合計 5,873,310 62.4

   負債、少数株主持分
   及び資本合計

9,415,683 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 Ⅰ 売上高 19,625,975 100.0 15,853,978 100.0

 Ⅱ 売上原価 17,693,137 90.1 14,272,890 90.0

   売上総利益 1,932,837 9.9 1,581,088 10.0

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 3,315,899 16.9 2,563,665 16.2

   営業損失 1,383,062 △7.0 982,577 △6.2

 Ⅳ 営業外収益

  １ 受取利息 5,271 6,114

  ２ 受取配当金 1,692 301

  ３ 受取補償金 3,791 6,354

  ４ 為替差益 68,049 34,441

  ５ その他 3,288 82,092 0.4 9,437 56,648 0.3

 Ⅴ 営業外費用

  １ 持分法による投資損失 105,915 ―

  ２ その他 8,250 114,166 0.6 1,118 1,118 0.0

   経常損失 1,415,135 △7.2 927,047 △5.9

 Ⅵ 特別利益

  １ 貸倒引当金戻入益 4,640 789

  ２ 関係会社損失引当金戻入益 ― 21,000

  ３ 固定資産売却益 ※３ 56,394 ―

  ４ 投資有価証券売却益 719,735 780,771 4.0 713 22,503 0.1

 Ⅶ 特別損失

  １ 前期損益修正損 ※10 ― 5,496

   ２  過年度製品保証引当金 
      繰入額

283,085 ―

  ３ たな卸資産評価損 86,419 58,417

  ４ たな卸資産廃棄損 39,892 ―

  ５ 固定資産評価損 ※５ 92,633 ―

  ６ 固定資産除却損 ※４ 52,897 31

  ７ 固定資産売却損 ※６ 8,462 ―

  ８ 投資有価証券売却損 ― 1,321

  ９ 投資有価証券評価損 8,210 ―

  10 関係会社出資金評価損 7,500 ―

  11 関係会社損失 ※７ 184,428 ―

  12 関係会社整理損失 ※８ 138,760 ―

  13 関係会社整理損失引当金 
   繰入額   

― 41,018

  14  貸倒引当金繰入額 613,855 ―

  15 固定資産減損損失 ※９ 506,657 199,423

   16  その他 110,190 2,132,994 10.9 ― 305,710 1.9

   税金等調整前当期純損失 2,767,358 △14.1 1,210,253 △7.7

   法人税、住民税及び 
   事業税

12,682 12,682 0.1 16,714 16,714 0.1

   少数株主利益 3,405 0.0 2,088 0.0

   当期純損失 2,783,446 △14.2 1,229,057 △7.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  (注）連結株主資本等変動計算書 

    合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結株主資本等変動     

    計算書は作成しておりません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 16,212,913

Ⅱ 資本剰余金増加高

    増資による新株の発行 127 127

Ⅲ 資本剰余金減少高

   欠損てん補による資本剰 
    余金取崩額    

16,212,913 16,212,913

Ⅳ 資本剰余金期末残高 127

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △18,956,711

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 欠損てん補による資本 
     剰余金取崩額

16,212,913

 ２ 減資による欠損てん補額 2,726,700

 ３ 連結子会社減少に伴う 
   増加高

618,205 19,557,819

Ⅲ 利益剰余金減少高

  当期純損失 2,783,446 2,783,446

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △2,182,338



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区 分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純損失 △2,767,358 △1,210,253
   減価償却費 199,579 50,356
   退職給付引当金の減少額 △19,536 △27,987
   貸倒引当金の増減額(△は減少) 807,969 △36,791
   賞与引当金の減少額 △16,786 △52,076
   製品保証引当金の増加額 295,893 5,772
   リサイクル費用引当金の増加額 82,026 99,830
   関係会社損失引当金の増加額 154,877 ―
   関係会社整理損失引当金の増減額 
      (△は減少）

114,928 △99,159

   受取利息及び受取配当金 △6,964 △6,415
   為替差損 749 1,002
   持分法による投資損失 105,915 ―
   投資有価証券売却益 △719,735 ―
   投資有価証券売却損 ― 607
   投資有価証券評価損 8,210 ―
   関係会社株式評価損 25,207 ―
   関係会社出資金評価損 7,500 ―
   固定資産売却益 △56,394 ―
   固定資産除却損 52,897 31
   固定資産売却損 8,462 ―
   固定資産評価損 92,633 ―
   固定資産減損損失 506,657 199,423
   事業所移転費用 26,623 ―
   売上債権の増減額(△は増加) 701,025 △825,484
   たな卸資産の増加額 △189,610 △399,401
   未収消費税の増加額 ― △66,392
   その他流動資産の増減額(△は増加) 9,465 △42,172
   仕入債務の減少額 △1,000,244 △27,291
   未払金の増減額(△は減少) △182,649 35,796
   その他流動負債の増加額 29,105 29,419

小 計 △1,729,550 △2,371,185
   利息及び配当金の受取額 9,025 6,947
   法人税等の支払額 △4,729 △12,472
   営業活動によるキャッシュ・フロー △1,725,254 △2,376,710
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期預金の払戻による収入 25,400 570,000
   定期預金の預入による支出 △1,500,000 △220,000
      有価証券の償還による収入 ― 500,000
   貸付による支出 ― △12,887
   有形固定資産の取得による支出 △82,770 △23,761
   有形固定資産の売却による収入 292,892 ―
   無形固定資産の取得による支出 △25,185 △216,674
   投資有価証券の取得による支出 △930 △303,256
   投資有価証券の売却による収入 740,059 131,154
   差入保証金の返戻による収入 180,474 ―
   その他投資に関する収入 30,060 △10,306
   投資活動によるキャッシュ・フロー △340,000 414,267



 
  

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
    株式の発行による収入 255 ―

       財務活動によるキャッシュ・フロー 255 ―

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 7,198 △1,002

 Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △2,057,801 △1,963,444

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,799,493 2,729,450
 Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物 
   の減少額(△)

△12,241 ―

 Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 2,729,450 766,006

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社グループは、平成14年３月期以降、営業損失、経

常損失及び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシ

ュ・フローもマイナスが継続しているため、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。当連結会

計年度は新経営体制のもと、メーカーであることの使命

を明確に認識し、モノづくりに真正面から取り組み「新

しい企業文化を創り出し、社会的存在価値のある企業へ

の転生」を目指し、実質的な改革の第一歩を踏み出しま

した。 

 その施策として①「BTO生産の確立」②「法人市場へ

の参入」③「WEB/ダイレクト販売の強化」④「新規事業

の取り組み（パソコンと相乗効果のとれる周辺機器市場

への参入）」を新ビジネスモデルの柱として、業容拡大

のみならず質の面での改善により、早期黒字化の達成に

取り組んでまいりました。取り組みスピードの不足、ま

た、市場への認識・浸透力不足から改善すべき点があり

ますが、着実に成果が出始めております。 

 当社グループは、上記の諸施策に業績回復の自信を持

っております。新経営体制のもと、当連結会計年度にス

タートした諸施策を、従来にも増して組織能力を最大限

に発揮して、業績の回復による黒字化の達成と定着を目

指してまいります。 

 ①「BTO生産の確立」はユーザのニーズを細かく取り

入れ最終完成品として仕上げ、コモディティ化した商品

に「付加価値」を付けることにより収益を上げてまいり

ます。②「法人市場への参入」は「e－three」のブラン

ドで、パソコン市場の55％～60％を構成する市場に積極

的に参入してまいります。③「WEB/ダイレクト販売の強

化」は直接ユーザに対して受注活動のできる収益性の高

い販売活動であり、中枢事業として育ててまいります。

④「新規事業の取り組み」は専業としているパソコン事

業と相乗効果のとれる収益性の高い「周辺機器」の市場

に参入を図ってまいります。 

 これらの諸施策の実践により翌連結会計年度は業績の

回復が見込まれるため、継続企業の前提に関する重要な

疑義は解消されると判断しております。従いまして、連

結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して

おりません。

 当社グループは、平成14年３月期以降、営業損失、経

常損失及び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシ

ュ・フローもマイナスが継続しているため、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、業績の回復と資金調

達強化の両面において以下の施策を計画し取り組んでお

ります。 

 利益を生み出す企業体質(事業構造の変革)に転生すべ

くその主要施策として、①WEB/ダイレクトの拡充、②法

人、業務市場への参入・強化、③BTO(Build to Order)

生産体制の確立、④パソコンと相乗効果のとれる周辺機

器事業への参入の諸施策を一層推進するとともに、大手

量販店(㈱ヤマダ電機、㈱KOUZIRO)との業務提携(平成19

年５月契約締結済み)により、法人顧客部門(SOHO)開拓

のための連携を図る等、業績の拡大に努めております。 

 資金調達強化策としましては、流動性を高めるため定

期預金担保の余裕枠の一部解除を当期末後に実施してお

ります。そのほか、さらなる補強策として①現在担保設

定の無い不動産等を活用した借入れ、②流動資産(売掛

金、在庫等)担保融資の交渉等を進めております。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社数  １社
  連結子会社の名称 
  ㈱ソーテック・イー・サービス
  なお、ソーテックコンピュータコ
リア㈱は、当連結会計年度に、緊密
な者であった会社が連結財務諸表提
出会社の意思と同一の内容の議決権
を行使するとは認められなくなった
ため、連結子会社から除外しており
ますが、除外までの期間の損益及び
剰余金は連結損益計算書及び連結剰
余金計算書に含まれております。

(1) 連結子会社数  ―社
  当連結会計年度において、提出会 
 社の連結子会社であった㈱ソーテッ 
 ク・イー・サービスを、平成18年９ 
 月１日に吸収合併したことにより、 
 連結対象会社はなくなりました。 
 したがいまして、当連結会計年度に 
 おいては、連結損益計算書及び連結 
 キャッシュ・フロー計算書を作成し 
 ておりますが、連結貸借対照表、連 
 結株主資本等変動計算書は作成して 
 おりません。    

(2) 非連結子会社数 
  該当事項はありません。

(2) 非連結子会社数 
       同左

(3）他の会社等の議決権の過半数を自己
の計算において所有しているにもか
かわらず子会社としなかった当該他
の会社等の名称及び子会社としなか
った理由

 蘇州創新中電科技有限公司（旧 北
京創新中電科技有限公司）の議決権の
過半数を所有しておりますが、合弁契
約により、合弁先企業との共同支配の
実態にあるため子会社としておりませ
ん。なお、持分法適用の関連会社とし
ております。

(3）他の会社等の議決権の過半数を自己
の計算において所有しているにもか
かわらず子会社としなかった当該他
の会社等の名称及び子会社としなか
った理由

      同左

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した非連結子会社数
  該当事項はありません。
(2）持分法を適用した関連会社数 ２社
  持分法を適用した関連会社の名称

ソーテックコンピュータコリア
（株）

  蘇州創新中電科技有限公司 
 なお、ソーテックコンピュータ
コリア（株）は、当連結会計年度に
連結子会社から関連会社になったた
め、持分法の適用範囲に含めており
ます。

(1) 持分法を適用した非連結子会社数
       同左
(2）持分法を適用した関連会社数 ２社
 持分法を適用した関連会社の名称

ソーテックコンピュータコリア
（株）

  蘇州創新中電科技有限公司

(3）持分法を適用しない非連結子会社
及び関連会社

  該当事項はありません。

(3）持分法を適用しない非連結子会社 
及び関連会社

       同左
(4）持分法の適用の手続きについて特
に記載する必要があると認められる
事項 
 持分法適用会社のソーテックコン
ピュータコリア（株）及び蘇州創新
中電科技有限公司の決算日は連結決
算日と異なりますが、当該会社の事
業年度に係る財務諸表を使用してお
ります。

(4）＿＿＿＿＿＿＿ 
 

３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算
日と一致しております。

決算日が連結決算日と異なる場合
の内容等 
 ㈱ソーテック・イー・サービスを 
平成18年９月１日に吸収合併しまし
たので、連結子会社の最後の事業年
度は平成18年４月１日から平成18年
８月31日までとなっております。 



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法
①有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法
①有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定)

その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

時価のないもの
同左   

②たな卸資産
製品、原材料
 総平均法による原価法

②たな卸資産
製品、原材料

同左   

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
①有形固定資産

主として定率法
ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設
備を除く）は定額法
主な耐用年数は下記のとおりで

あります。
建物     ３年～39年
その他    ２年～20年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
①有形固定資産

同左   

②無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。

②無形固定資産
    同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左  

②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち、当連結会計年度負担額を計上

しております。

②賞与引当金
     同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③製品保証引当金 

  製品の保証期間内のアフターサ

ービスに要する費用に備えるため、

過去の実績を基礎に製品保証費用発

生見込額を計上しております。 

（追加情報） 

連結財務諸表提出会社の製品保証費

用については、従来役務提供時に計

上しておりましたが、当連結会計年

度より製品保証費用発生見込額を引

当金計上することといたしました。

これに伴い過年度相当額283,085千

円は特別損失に計上しております。

この結果、従来の方法によった場合

と比較して販売費及び一般管理費が

9,294千円減少し、営業損失及び経

常損失がそれぞれ同額減少し、税金

等調整前当期純損失は273,791千円

増加しております。

③製品保証引当金 

  製品の保証期間内のアフターサ

ービスに要する費用に備えるため、

過去の実績を基礎に製品保証費用発

生見込額を計上しております。

④関係会社損失引当金 

関係会社の事業に伴う損失に備える

ため、当該会社の財政状態等を勘案

し、当該損失見込額を計上しており

ます。

④ ______________

⑤関係会社整理損失引当金 

関係会社の整理に伴う損失に備える

ため、当該会社の財政状態等を勘案

し、当該損失見込額を計上しており

ます。

⑤関係会社整理損失引当金 

           同左

⑥退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務指

針(会計制度委員会報告第13号)に

定める簡便法により、当連結会計

年度末における自己都合退職によ

る要支給額の100％を計上してお

ります。

⑥退職給付引当金 

      同左 

                 

⑦リサイクル費用引当金

パソコンのリサイクルに対する費用

に備えるため、売上台数を基準とし

てリサイクル費用発生見込額を計上

しております。

⑦リサイクル費用引当金 

           同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要なヘッジ会計の方法 (4)  ＿＿＿＿＿＿＿

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場

合は、振当処理を採用しておりま

す。

① ______________

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

② ______________

③ヘッジ方針

将来の為替変動によるリスク回

避を目的に行っており、投機的な

取引は行わない方針であります。

③ ______________ 

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一で

あり、かつ、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して、相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動を完全に相

殺するものと想定することができ

るため、ヘッジの有効性の判定は

省略しております。

④ ______________

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

５ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいております。

 

  ＿＿＿＿＿＿＿_

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける現金及び現金同等物は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３カ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (固定資産の減損に係る会計基準)  

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（企業会計審議会平成14年８月９日 固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。これにより税金等調整前当期純

損失が506,657千円増加しております。なお、減損損失

累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除しております。

 

 

 

        

 

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 (企業結合に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準

及び事業分離会計基準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会最終改正 平成18年12月22日 企業会計基準適

用指針第10号)を適用しております。

 

 

 

 

           ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基 

 準等の一部改正) 

  当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員

会最終改正 平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及

び「自己株式及び準備金の減少等に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会最終改正 平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号)を適用しており

ます。 

  これによる損益に与える影響はありません。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 （新株予約権） 

 前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表

示していた「新株予約権」は負債、少数株主持分及び

資本の合計の５/100を超えることとなったため、当連

結会計年度より区分掲記することといたしました。な

お、前連結会計年度の「新株予約権」は556,554千円で

あります。

 

 

 

            ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

 

 

 

      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 (連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度において未収消費税の減少額(47,873

千円）は営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他流動資産の増減額(△は増加)」に含めて表示してお

りましたが、重要性が増したため、当連結会計年度よ

り「未収消費税の増加額」として区分掲記することと

いたしました。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
    (注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結貸借対照表

             関係の注記事項は作成しておりません。   

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

※１ 担保に供している資産

①有価証券(債券) 500,000千円

申告納税による関税並びに引き取りに係る課税貨物についての消費税及び地方消費税

の納期限延長の担保として差し入れているものであります。

当該限度額は450,000千円であります。 

②現金及び預金（定期預金）  1,500,000千円 

 連結財務諸表提出会社が、取引金融機関に輸入信用状の開設限度額及び為替予約取引

等の担保として差し入れております。

※２ 授権株式数及び発行済株式の種類及び総数

授権株式数     普通株式   398,328株

発行済株式総数     普通株式    117,727株

※３ 自己株式の保有数

普通株式     5,314株

  ４  偶発債務 

 連結財務諸表提出会社は、中国における合弁現地法人「蘇州創新中電科技有限公司」

の清算方針に基づき、合弁相手先企業である「中国電子器件工業総公司」と清算に係る

折衝を行なってまいりましたが、「中国電子器件工業総公司」が清算に関しての仲裁を

中国仲裁委員会に対して申し立てた通知を同委員会から平成17年10月19日に受領いたし

ました。平成17年12月2日に「中国電子器件工業総公司」に対して反訴申し立てを行な

い、平成18年３月10日に第１回の仲裁廷が開廷されております。 

（相手方申し立ての内容） 

 合弁現地法人への「中国電子器件工業総公司」の出資金と予想逸失利益、弁護士費

用、出張費などの総額2,148万人民元（約３億円）及び仲裁費用を清算に係る損害賠償

として請求してきたものであります。



(連結損益計算書関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運賃 275,254千円

広告宣伝費 142,033千円

製品保証引当金繰入額 293,616千円

給与手当 764,308千円

雑給 254,535千円

貸倒引当金繰入額 199,021千円

賞与引当金繰入額 91,758千円

退職給付費用 12,489千円

減価償却費 173,111千円

研究開発費 160,573千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

荷造運賃 312,777千円

製品保証引当金繰入額 279,563千円

給与手当 555,860千円

雑給 188,115千円

支払手数料 100,009千円

地代家賃 63,536千円

貸倒引当金繰入額 24,489千円

賞与引当金繰入額 27,704千円

減価償却費 32,033千円

研究開発費 186,847千円

※２ 研究開発費の総額

研究開発費の総額は160,573千円で、すべて販売

費及び一般管理費に含まれております。

※２ 研究開発費の総額

研究開発費の総額は186,847千円で、すべて販売

費及び一般管理費に含まれております。

※３ 固定資産売却益の内訳

土地 55,175千円

車両運搬具 1,167千円

工具、器具及び備品  52千円

計 56,394千円

※３ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※４ 固定資産除却損の内訳

建物 7,834千円

車両運搬具 290千円

工具、器具及び備品 39,340千円

長期前払費用 4,783千円

その他 649千円

計 52,897千円
 

※４ 固定資産除却損の内訳

工具、器具及び備品 31千円

※５ 固定資産評価損の内訳

商標権 92,633千円

※５ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※６ 固定資産売却損の内訳

建物 7,182千円

工具、器具及び備品 1,043千円

車両運搬具 235千円

計 8,462千円

※６ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※７ 関係会社損失には関係会社損失引当金繰入額 

  154,877千円が含まれております。

※７  ＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

※８ 関係会社整理損失には関係会社整理損失引当金繰 

  入額114,928千円が含まれております。

※８ ＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 



 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(リース取引関係) 

前連結会計年度  （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
  開示対象となるリース取引は、ありません。 

  
当連結会計年度  （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  開示対象となるリース取引は、ありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※９ (１)減損損失の概要

地域 用途 種類 金額(千円)

北海道 事務所 建物等 671

関東 事務所・倉庫 土地・建物等 449,175

中部 事務所 建物等 21,657

近畿 事務所 建物等 297

中国四国 事務所 建物等 702

九州 事務所 建物等 194

台湾 事務所 建物等 148

韓国 事務所 備品 33,811

 

※９（１）減損損失の概要

地域 用途 種類 金額(千円)

関東 事務所 ソフトウェ
ア仮勘定等

199,423

 
 
 
 
 
 
 
 

   (２)減損損失の認識に至った経緯 
     当社グループでは、継続して営業損失が発生し 
   ている資産グループについて、当該資産グループ 
   の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少 
   額を固定資産減損損失として特別損失に計上して 
   おります。
   
   (３)減損損失計上の内訳 
   建物      114,592千円 
   土地      180,074千円 
   ソフトウェア    95,617千円 
   その他          116,372千円 
    計            506,657千円 
 
 
 
  (４)資産のグルーピングの方法 
     当社グループはキャッシュ・フローを生み出す 
   最小単位として、事業の種類別セグメントを基準 
   としてグルーピングしております。 
  (５)回収可能価額の算定方法 
     資産グループの回収可能価額は、正味売却価額 
   により測定しており、不動産鑑定評価等に基づき 
   算定しております。 
 

   (２)減損損失の認識に至った経緯    
    当社グループでは、継続して営業損失が発生し 
   ている資産グループについて、当該資産グループ 
   の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少 
    額を固定資産減損損失として特別損失に計上して 
     おります。    
 
  
   (３)減損損失計上の内訳 
   建物         4,483千円 
   工具、器具及び備品 16,727千円 
   ソフトウェア仮勘定 165,516千円 
   長期前払費用         7,732千円 
   その他               4,963千円 
    計               199,423千円 
 
 
   （４）資産のグルーピングの方法 
   当社グループはキャッシュ・フローを生み出す 
  最小単位として、事業の種類別セグメントを基準 
  としてグルーピングしております。 
  （５）回収可能価額の算定方法 
   資産グループの回収可能価額は、正味売却価額  
  により測定しており、不動産鑑定評価等に基づき 
  算定しております。 
 

※10 ＿＿＿＿＿＿＿＿ ※10 前期損益修正損の内訳
   過年度売上原価計上差額 5,496千円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,229,450千円

担保に供している定期預金 △1,500,000千円

現金及び現金同等物 2,729,450千円

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  当連結会計年度は連結貸借対照表を作成していない

ため、貸借対照表に掲載されている科目の金額との関

係を記載しております。

現金及び預金勘定 1,916,006千円

担保に供している定期預金 △1,150,000千円

現金及び現金同等物 766,006千円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）時価が連結貸借対照表計上額を超えないもののうち減損処理をしているものはありません。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価のない主な有価証券の内容 

  

 
  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

 
  

区  分
取 得 原 価

(千円)

連結貸借対照表
計  上  額 

(千円)

差  額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

① 株式 31,645 47,338 15,692

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小  計 31,645 47,338 15,692

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

① 株式 ― ― ―

② 債券 500,210 500,000 △210

③ その他 ― ― ―

小  計 500,210 500,000 △210

合  計 531,855 547,338 15,482

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

740,059 719,735 ―

内  容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 6,789

合  計 6,789

区  分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

１ 債券

国債・地方債等 500,000 ― ― ―

２ その他 ― ― ― ―

合  計 500,000 ― ― ―



（注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の有価証券関係は記載してお 

   りません。   

  

  

  

  

  

  

  

  



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から 

 除いております。 

  (注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度のデリバティブ取引関係 

    は記載しておりません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関係

の為替予約取引であります。

２ 取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、将来の為替変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

３ 取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為替

リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利

用しております。

当社はヘッジ会計を適用しており、ヘッジ会計の方

法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジ

の有効性評価の方法については、連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項に記載しております。

４ 取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有

しております。

５ 取引に係るリスク管理体制

年間の事業計画に基づき、予想される仕入金額を上

回らない額のデリバティブ取引に限定されておりま

す。個別の取引は、製品仕入額に見合った取引に限定

されており、当該デリバティブ取引の執行・管理につ

いては、財務担当部門が経営会議の承認を得て行って

おります。



(退職給付関係) 

  

 
(注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の退職給付関係は記載して 

  おりません。   

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採

用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △114,511千円

②退職給付引当金 △114,511千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 16,367千円

②退職給付費用 16,367千円



(税効果会計関係) 

 
(注) 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結税効果会計関係は作成 

   しておりません。 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

繰越欠損金 81,276千円

製品評価損否認額

賞与引当金繰入限度超過額

その他

123,016千円
21,899千円

11,253千円

小計 237,445千円

評価性引当額 △237,445千円

合計 ―千円
 

 

②固定資産

繰越欠損金

退職給付引当金繰入限度超過額

7,527,082千円

46,534千円

製品保証引当金繰入否認額 111,263千円

貸倒引当金繰入限度超過額 173,817千円

関係会社損失引当金繰入否認額 109,643千円

固定資産評価損否認額 318,841千円

その他 315,419千円

小計 8,602,603千円

評価性引当額 △8,602,603千円

合計 ―千円

 

 

(繰延税金負債)

①固定負債

その他有価証券評価差額金 6,377千円

合計 6,377千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項目 △0.2％

住民税均等割 △0.5％

評価性引当額の増減 △36.1％

持分法による投資損失 △1.6％

その他 △2.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.5％



(ストック・オプション等関係) 

  当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(１)ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 ①平成11年ストック・オプションの内容  

 
 ②平成13年ストック・オプションの内容 

 
 ③平成16年ストック・オプションの内容 

 
  

(２)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 ①平成11年ストック・オプションの数 

会社名 提出会社

決議年月日 平成11年12月24日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社役員及び課長職以上並びに当社
勤務10年以上の従業員(４名)

株式の種類及び付与数(株) 普通株式

付与日 平成12年１月８日

権利確定条件

店頭登録もしくは上場された日又は
平成18年10月１日のいずれか先に到
来する日まで継続して勤務している
こと。

対象勤務期間
平成３年12月24日
～平成13年12月25日

権利行使期間
平成13年12月25日
～平成21年12月23日

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
   当社役員及び課長職以上
     (12名)

株式の種類及び付与数(株) 普通株式

付与日 平成13年７月23日

権利確定条件
 付与日（平成13年７月23日）から
 権利確定日（平成15年６月28日） 
 まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 ―

権利行使期間
平成15年６月28日
～平成23年６月26日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役（１名)

株式の種類及び付与数(株) 普通株式

付与日 平成17年５月13日

権利確定条件
 付与日（平成17年５月13日）から
 権利確定日（平成18年６月26日） 
 まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 ―

権利行使期間
平成18年６月26日
～平成26年６月24日

会社名 提出会社

決議年月日 平成11年12月24日

権利確定前

 期首(株) ―

 付与(株) ―

 失効(株) ―

 権利確定(株) ―



 
 単価情報 

 
 ②平成13年ストック・オプションの数 

 
 単価情報 

 
 ③平成16年ストック・オプションの数 

 未確定残(株) ―

権利確定後

 期首(株) 8,290

 権利確定(株) ―

 権利行使(株) ―

 失効(株) 8,240

 未行使残(株)                  50

会社名 提出会社

決議年月日 平成11年12月24日

権利行使価格(円) 8,500円

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

―

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年６月27日

権利確定前

 期首(株) ―

 付与(株) ―

 失効(株)                ―

 権利確定(株) ―

 未確定残(株) ―

権利確定後

 期首(株) 1,610

 権利確定(株) ―

 権利行使(株) ―

 失効(株) 1,100

 未行使残(株)                 510

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年６月27日

権利行使価格(円) 395,858

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

―

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月25日

権利確定前

 期首(株) 200

 付与(株) ―

 失効(株) ―

 権利確定(株) 200



 
 単価情報 

 未確定残(株) ―

権利確定後

 期首(株) ―

 権利確定(株) 200

 権利行使(株) ―

 失効(株) ―

 未行使残(株) 200

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月25日

権利行使価格(円) 68,400

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な 
評価単価（円）

―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントを示すと、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 
(注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

（1）パソコン事業 

   パソコンの企画、開発・設計、販売 

（2）テクニカルサポート、保守・修理事業 

   パソコンのテクニカルサポート、保守・修理 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は7,266千円であり、その主なもの

は当社の研修所・保養所に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は43,627千円であり、その主なものは投資有価証

券であります。 

５ 減価償却費には長期前払費用に係る償却額が含まれております。 

６「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準 （「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（「企業会計基準適用指針第６号」（企業会計基準委員会平成15年10月31

日））を適用しております。これにより、パソコン事業について、資産は485,083千円少なく計上され、減

損損失は同額多く計上されております。  

  

  

パソコン事業
テクニカル
サポート、 

保守・修理事業
計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
 売上高

(1)外部顧客に対する売上高 18,834,786 791,188 19,625,975 ― 19,625,975

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高
275,322 941,139 1,216,461 (1,216,461) ―

計 19,110,108 1,732,328 20,842,437 (1,216,461) 19,625,975

営業費用 20,602,441 1,616,494 22,218,935 (1,209,898) 21,009,037

営業利益又は営業損失（△） △1,492,332 115,834 △1,376,498 (6,563) △1,383,062

Ⅱ 資産、減価償却費、減損 

 損失及び資本的支出

資産 9,252,263 677,111 9,929,374 (513,691) 9,415,683

減価償却費 168,279 30,446 198,726 853 199,579

減損損失 485,083 ― 485,083 21,574 506,657

資本的支出 103,990 3,542 107,533 ― 107,533



  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントを示すと、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 
(注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

（1）パソコン事業 

   パソコンの企画、開発・設計、販売 

（2）テクニカルサポート、保守・修理事業 

   パソコンのテクニカルサポート、保守・修理 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は475千円であり、その主なものは

当社の保養所に係る費用であります。 

４ 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結貸借対照表は作成しておりません、

そのため、資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出については記載しておりません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメ
ント情報の記載を省略しております。 

   

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメ
ント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載しておりません。 
  

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載しておりません。 

  

パソコン事業
テクニカル
サポート、 

保守・修理事業
計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益
 売上高

(1)外部顧客に対する売上高 15,165,990 687,988 15,853,978 ― 15,853,978

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高
18,666 383,807 402,473 (402,473) ―

計 15,184,657 1,071,795 16,256,452 (402,473) 15,853,978

営業費用 16,255,905 982,649 17,238,554 (401,998) 16,836,556

営業利益又は営業損失（△） △1,071,248 89,145 △982,102 (475) △982,577



【関連当事者との取引】 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 
  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(１)親会社及び法人主要株主等 

 
  (２）子会社等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

  取引条件は、市場相場を勘案し決定しております。 

(注) １．ソーテックコンピュータコリア㈱は清算手続き中であります。 

    ２．取引金額には消費税等を含めておりません。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
（千円）

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関係内容
取引の内容

取引金額 
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

主要
株主

ACTIV 
Investments 
Fund L.P.

英国領
西イン
ド諸島
ケイマ
ン諸島

― 投資業
（被所有）
直接15.9

― ―
新株予約
権の交付

―
新株予 
約権

556,554

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
（千円）

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関係内容
取引の内容

取引金額 
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

主要
株主

ACTIV 
Investments 
Fund L.P.

英国領
西イン
ド諸島
ケイマ
ン諸島

― 投資業
（被所有）
直接15.9

― ―
新株予約
権の交付

―
新株予 
約権

556,554

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 

(ウォン)
事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

ソーテッ
クコン 
ピュータ 
コリア㈱

大韓 
民国 
ソウル
市

700百万 
ウォン

パソコン 
事業

(所有)
直接35.7

兼任１名
(内、当
社従業員
１名)

パソコン
販売

資材等
買取

16,053 売掛金 506,308



(企業結合等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、統合後 

   企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要  

     (１)結合当事企業及びその事業の内容 

    ①結合企業 

    名称 株式会社ソーテック(当社) 

        事業の内容 パソコンの企画、開発・設計、販売 

   ②被結合企業 

    名称 株式会社ソーテック・イー・サービス 

    事業の内容 パソコンのテクニカルサポート、保守・修理 

    （２)企業結合の法的形式 

    共通支配下の取引(当社を存続会社とする吸収合併) 

     (３)結合後企業の名称 

    株式会社ソーテック 

     (４)取引の目的を含む取引の概要 

     重複業務の排除、情報流通の簡素化、意思決定の一層の迅速化を進め、グループ全体の市 

    場競争力の強化を図るために、平成18年９月１日付けにて吸収合併いたしました。 

  ２．実施した会計処理の概要 

   「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)に定める共通支配下の取引等 

   の会計処理に該当し、これに基づき合併にともなう会計処理を行っております。 

   ３．子会社株式の追加取得に関する事項 

     (１)取得原価及びその内訳 

    取得の対価 

     ㈱ソーテックの株式   20,145千円 

    取得に直接要した支出 

     コンサルティング費用 1,200千円  

        取得原価        21,345千円 

    （２)株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額  

   ①株式の種類及び交換比率 

    ㈱ソーテック 普通株式 

       ㈱ソーテック・イー・サービス(被合併会社)株式１株：㈱ソーテック(合併会社)株式 

    0.0987株 

   ②交換比率の算定方法 

    第三者機関に合併比率の算定を依頼し、その結果を参考にして合併当事者間において決定し 

    たものであります。 

   ③交付株式数及びその評価額 

    425株 20,145千円 

   (３)発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

        該当はありません。 

     (４)取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

    該当はありません。     



(１株当たり情報) 

  

 
 （注）１ 合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度における、１株当たりの純資産額 

     は記載しておりません。 

２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 52,247円61銭 １株当たり純資産額 ―円 ―銭

１株当たり当期純損失 24,763円10銭 １株当たり当期純損失 10,909円 53銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純損失（千円） 2,783,446 1,229,057

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（千円） 2,783,446 1,229,057

普通株式の期中平均株式数（株） 112,403 112,659

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

新株予約権４種類23,860個（これ
らの詳細は「新株予約権等の状
況」に記載のとおりでありま
す。）

新 株 予 約 権 ４ 種 類 23,760
個（これらの詳細は「新株予約
権等の状況」に記載のとおりで
あります。）



(重要な後発事象) 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (1) 連結財務諸表提出会社（以下、当社という）は、
平成18年５月17日開催の取締役会において、連結子
会社である株式会社ソーテック・イー・サービスを
吸収合併することを決議し、平成18年６月13日開催
の取締役会において、株式会社ソーテック・イー・
サービスを吸収合併することに関して、合併契約書
を承認することを決議いたしました。なお、本合併
は簡易合併の手続きにより行います。 
① 合併の目的 
 重複業務の排除、情報流通の簡素化、意思決定の
一層の迅速化を進め、グループ全体の市場競争力を
強化いたします。 
② 合併の日程 
合併覚書締結      平成18年５月17日 
合併契約書調印     平成18年６月13日 
合併契約書承認株主総会 平成18年６月28日 
  （株式会社ソーテック・イー・サービス） 
合併期日              平成18年９月１日（予定） 
③ 合併の方式 
 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社
ソーテック・イー・サービスは解散いたします。な
お、本合併は会社法第796条第３項の規定により、会
社法第795条第１項に定める当社株主総会の承認を要
さない簡易合併で行います。 
④ 合併比率 
 株式会社ソーテック・イー・サービス（被合併会
社）の株式１株に対して当社株式0.0987株を割り当
ていたします。なお、合併比率の算定根拠は、第三
者機関に合併比率の算定を依頼し、その結果を参考
にして合併当事者間において決定したものでありま
す。また、新株の発行に代えて割当交付する自己株
式数は425株であります。 
⑤ 合併交付金 
 合併交付金の支払いはありません。 
⑥ 会計処理の概要 
 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平
成15年10月31日）に定める共通支配下の取引等の会
計処理に該当し、これに基づき合併に伴う会計処理
を行います。 
⑦ 合併後の状況 
a.商号  株式会社ソーテック 
b.資本金  8,522百万円 
c.総資産  9,415百万円（平成18年３月31日現在） 
d.決算期    ３月31日 
⑧ 被合併会社の概要及び業績（当連結会計年度） 
a.商号    株式会社ソーテック・イー・サービス 
b.事業内容 パソコンのテクニカルサポート、保守・
           修理等 
c.総資産   691百万円 
d.売上高  1,732百万円 
e.経常利益  111百万円 
f.当期純利益  72百万円 
g.従業員数     54名 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 
 
 
 
 
 

 (2) 当連結会計年度より、持分法適用会社となりまし
たソーテックコンピュータコリア株式会社は、元社
長の不祥事から損失が累積したことに対し、元社長
を韓国検察庁に刑事告訴しておりましたが、平成18
年５月18日にソウル西部地方検察庁より「業務上背
任罪」で起訴の決定の通知を受けております。かか
る不祥事を原因とする業績悪化からの回復が非常に
困難である状況をかんがみ、同社の解散を求めて韓
国裁判所に申し立てを行ってまいりましたが、平成
18年５月22日に当該申し立てが認められ、同社を解
散する判決を得ております。



⑤ 【連結附属明細表】 

合併により連結対象会社がなくなりましたので、当連結会計年度の連結附属明細表は作成 

 しておりません。 

      

(2)  【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

 Ⅰ 流動資産

  １ 現金及び預金 ※１ 3,961,440 1,916,006

  ２ 売掛金 ※４ 2,557,828 3,415,883

  ３ 有価証券 ※１ 500,000 ―

  ４ 製品 1,213,936 724,231

  ５ 原材料 315,804 1,360,439

  ６ 前渡金 44,188 18,876

  ７  前払金 ― 82,342

  ８ 前払費用 14,355 26,857

  ９ 未収入金 152,573 182,314

  10 短期貸付金 ※４ 300,000 ―

  11 為替予約 2,937 ―

  12 その他 1,949 2,140

    貸倒引当金 △566,327 △529,872

   流動資産合計 8,498,685 92.4 7,199,218 88.6

 Ⅱ 固定資産

  １ 有形固定資産

   (1) 建物 402,344 453,105

     減価償却累計額 172,442 229,902 220,184 232,921

   (2) 機械及び装置 1,806 57,981
     減価償却累計額 1,806 ― 55,172 2,808

   (3) 車両運搬具 7,731 11,791
     減価償却累計額 7,731 ― 11,283 507

   (4) 工具、器具及び備品 315,845 327,030
     減価償却累計額 315,845 ― 319,671 7,358

   (5) 土地 376,806 376,806

    有形固定資産合計 606,708 6.6 620,403 7.6

  ２ 無形固定資産

   (1) ソフトウェア ― 4,224

   (2) 電話加入権 ― 902

   (3) その他 ― 46,138

    無形固定資産合計 ― ― 51,265 0.6

  ３ 投資その他の資産

   (1) 投資有価証券 ※１ 54,127 209,300

   (2) 関係会社株式 14,449 ―

   (3) 出資金 10 10

   (4) 破産更生債権等 30,449 60,612

   (5) 差入保証金 23,613 45,908

   (6) その他 280 280

     貸倒引当金 △30,449 △60,612

    投資その他の資産合計 92,480 1.0 255,498 3.2

   固定資産合計 699,189 7.6 927,166 11.4
   資産合計 9,197,875 100.0 8,126,384 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

 Ⅰ 流動負債

  １ 買掛金 1,539,047 1,526,460

  ２ 未払金 374,317 460,746

  ３ 未払費用 58,001 42,298

  ４ 未払法人税等 22,509 38,423

  ５ 前受金 15,111 50,259

  ６ 預り金 15,837 12,094

  ７ 繰延ヘッジ利益 2,937 ―

  ８ 新株予約権 556,554 ―

  ９ 賞与引当金 19,961 1,813

  10  製品保証引当金 273,791 279,563

  11  関係会社損失引当金 154,877 ―

  12  関係会社整理損失引当金 114,928 ―

  13  その他 1,032 ―

   流動負債合計 3,148,907 34.2 2,411,658 29.7

 Ⅱ 固定負債

  １ 繰延税金負債 6,377 ―

  ２  退職給付引当金 69,686 86,523

  ３ リサイクル費用引当金 151,169 251,000

  ４  関係会社整理損失引当金 ― 157,757

   固定負債合計 227,232 2.5 495,281 6.1

   負債合計 3,376,140 36.7 2,906,940 35.8

(資本の部)

 Ⅰ 資本金 ※２ 8,522,327 92.7 ― ―

 Ⅱ 資本剰余金

     資本準備金 127 ―

   資本剰余金合計 127 0.0 ― ―

 Ⅲ 利益剰余金

    当期未処理損失 2,215,301 ―

   利益剰余金合計 △2,215,301 △24.1 ― ―

 Ⅳ その他有価証券評価差額金 9,315 0.1 ― ―

 Ⅴ 自己株式 ※３ △494,733 △5.4 ― ―

   資本合計 5,821,735 63.3 ― ―

   負債・資本合計 9,197,875 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

 Ⅰ 株主資本

  １ 資本金 ― 8,522,327

  ２ 資本剰余金

     資本準備金 ― 127

  ３ 利益剰余金

     その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △3,404,366

  ４ 自己株式 ― △455,165

   株主資本合計 ― ― 4,662,922 57.4

 Ⅱ 評価・換算差額等

     その他有価証券評価 
    差額金

― △31

   評価・換算差額等合計 ― ― △31 0.0

 Ⅲ 新株予約権 ― ― 556,554 6.8

   純資産合計 ― ― 5,219,444 64.2

   負債純資産合計 ― ― 8,126,384 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 Ⅰ 売上高 17,992,095 100.0 15,584,001 100.0

 Ⅱ 売上原価

  １ 期首製品たな卸高 1,025,553 1,213,936

  ２ 当期製品製造原価 16,369,350 13,555,625

合計 17,394,903 14,769,562

  ３ 期末製品たな卸高 1,213,936 16,180,966 89.9 724,231 14,045,331 90.1

    売上総利益 1,811,129 10.1 1,538,669 9.9

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 2,825,168 15.7 2,530,379 16.3

    営業損失 1,014,039 △5.6 991,709 △6.4

 Ⅳ 営業外収益

  １ 受取利息及び配当金 6,966 4,698

  ２ 有価証券利息 4,490 3,420

  ３ 受取補償金 3,791 6,354

  ４ 還付加算金 247 582

  ５ 為替差益 46,977 34,436

  ６ その他 2,999 65,472 0.4 16,596 66,089 0.4

 Ⅴ 営業外費用

    その他 6,105 6,105 0.1 1,062 1,062 0.0

    経常損失 954,672 △5.3 926,683 △6.0

 Ⅵ 特別利益

  １  固定資産売却益 ※３ 56,394 ―

  ２ 貸倒引当金戻入益 4,640 789

  ３ 関係会社損失引当金戻入益 ― 21,000

  ４  投資有価証券売却益 719,735 713

  ５ 抱き合わせ株式消滅差益 ― 780,771 4.4 56,705 79,208 0.5

 Ⅶ 特別損失

  １ 前期損益修正損 ※11 ― 5,496

  ２ たな卸資産廃棄損 17,348 ―

  ３ たな卸資産評価損 70,914 58,417

  ４ 固定資産売却損 ※４ 8,226 ―

  ５ 固定資産除却損 ※５ 30,968 ―

  ６ 固定資産評価損 ※６ 92,633 ―

  ７ 固定資産減損損失 ※10 472,846 199,423

  ８ 投資有価証券売却損 ― 1,321

  ９ 投資有価証券評価損 8,210 ―

  10 関係会社株式評価損 22,900 ―

  11 関係会社出資金評価損 97,111 ―
   12  過年度製品保証引当金 
    繰入額   

283,085 ―

   13  関係会社損失 ※７ 184,428 ―

   14  関係会社整理損失 ※８ 138,760 ―
   15  関係会社整理損失引当 
       金繰入額

― 41,018

   16  貸倒引当金繰入額 ※９ 517,540 ―

   17  事業所移転費用 84,273 2,029,248 11.3 ― 305,678 1.9

    税引前当期純損失 2,203,149 △12.2 1,153,152 △7.4
    法人税、住民税及び 
    事業税

12,152 12,152 0.1 16,489 16,489 0.1

    当期純損失 2,215,301 △12.3 1,169,642 △7.5

    前期繰越損失 2,726,700 ―
       資本金減少による欠損 
       填補額

2,726,700 ―

    当期未処理損失 2,215,301 ―



製造原価明細書 

  

 
  

(注） 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 262,900 56.5 5,785,204 92.6

Ⅱ 労務費 ― ― 172,399 2.8

Ⅲ 経費 202,206 43.5 287,220 4.6

    当期総製造費用 465,106 100.0 6,244,823 100.0

    当期製品仕入高 ※２ 16,002,002 7,376,089

計 16,467,108 13,620,913

    他勘定振替高 ※３ 97,758 65,287

    当期製品製造原価 16,369,350 13,555,625

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 １ 原価計算の方法

単純総合原価計算によっております。

 １ 原価計算の方法 

            同左         

※２ 当社は主として新製品の企画、開発等を行ってお

り、製品の生産については外注生産(製品仕入)によ

っております。

※２ 当社は主として製品の企画、開発等を行ってお 

  り、製品の生産はベアボーンと言われる部分を台 

    湾ベンダーに委託し、最終完成品に仕上げる部分 

  は日本（横浜)にある自社工場で組み立てを行って 

  おります。また、最初から完成品にするものは台 

  湾ベンダーに生産委託をしております。      

※３ 他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,033千円

消耗品費 2,803千円

研究開発費 5,916千円

その他 3,500千円

小計 13,253千円

たな卸資産評価損 80,030千円

その他 4,474千円

計 97,758千円

※３ 他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 852千円

消耗品費 3,610千円

研究開発費 6,941千円

その他 2,497千円

小計 13,902千円

たな卸資産評価損 48,202千円

その他 3,183千円

計 65,287千円



③ 【損失処理計算書】 

 
  

前事業年度
株主総会承認日 

（平成18年６月28日）

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 2,215,301

Ⅱ 次期繰越損失 2,215,301



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 8,522,327 127 127

当事業年度中の変動額

 当期純損失

 自己株式の処分

 株主資本以外の項目の 
 当事業年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計(千円)

平成19年３月31日残高(千円) 8,522,327 127 127

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計 自己株式 株主資本合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △2,215,301 △2,215,301 △494,733 5,812,419

当事業年度中の変動額

 当期純損失 △1,169,642 △1,169,642 △1,169,642

 自己株式の処分 △19,422 △19,422 39,567 20,145

 株主資本以外の項目の 
 当事業年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計(千円) △1,189,064 △1,189,064 39,567 △1,149,497

平成19年３月31日残高(千円) △3,404,366 △3,404,366 △455,165 4,662,922

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 9,315 9,315 556,554 6,378,289

当事業年度中の変動額

 当期純損失 △1,169,642

 自己株式の処分 20,145

 株主資本以外の項目の 
 当事業年度中の変動額(純額)

△9,347 △9,347 △9,347

当事業年度中の変動額合計(千円) △9,347 △9,347 △1,158,844

平成19年３月31日残高(千円) △31 △31 556,554 5,219,444



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、平成14年３月期以降、営業損失、経常損失及

び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フロ

ーもマイナスが継続しているため、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。当事業年度は新経

営体制のもと、メーカーであることの使命を明確に認識

し、モノづくりに真正面から取り組み「新しい企業文化

を創り出し、社会的存在価値のある企業への転生」を目

指し、実質的な改革の第一歩を踏み出しました。 

 その施策として①「BTO生産の確立」②「法人市場へ

の参入」③「WEB/ダイレクト販売の強化」④「新規事業

の取り組み（パソコンと相乗効果のとれる周辺機器市場

への参入）」を新ビジネスモデルの柱として、業容拡大

のみならず質の面での改善により、早期黒字化の達成に

取り組んでまいりました。取り組みスピードの不足、ま

た、市場への認識・浸透力不足から改善すべき点があり

ますが、着実に成果が出始めております。 

 当社は上記の諸施策に業績回復の自信を持っておりま

す。新経営体制のもと、当事業年度にスタートした諸施

策を、従来にも増して組織能力を最大限に発揮して、業

績の回復による黒字化の達成と定着を目指します。 

 ①「BTO生産の確立」はユーザのニーズを細かく取り

入れ最終完成品として仕上げ、コモディティ化した商品

に「付加価値」を付けることにより収益を上げてまいり

ます。②「法人市場への参入」は「e－three」のブラン

ドで、パソコン市場の55％～60％を構成する市場に積極

的に参入してまいります。③「WEB/ダイレクト販売の強

化」は直接ユーザに対して受注活動のできる収益性の高

い販売活動であり、中枢事業として育ててまいります。

④「新規事業の取り組み」は専業としているパソコン事

業と相乗効果のとれる収益性の高い「周辺機器」の市場

に参入を図ってまいります。 

 これらの諸施策の実践により翌事業年度は業績の回復

が見込まれるため、継続企業の前提に関する重要な疑義

は解消されると判断しております。従いまして財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重

要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりません。

 当社は、平成14年３月期以降、営業損失、経常損失及

び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フロ

ーもマイナスが継続しているため、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、業績の回復と資金調

達強化の両面における以下の施策を計画し取り組んでお

ります。 

 利益を生み出す企業体質(事業構造の変革)に転生すべ

くその主要施策として、①WEB/ダイレクトの拡充、②法

人、業務市場への参入・強化、③BTO(Build to Order)

生産体制の確立、④パソコンと相乗効果のとれる周辺機

器事業への参入の諸施策を一層推進するとともに、大手

量販店(㈱ヤマダ電機、㈱KOUZIRO)との業務提携(平成19

年５月契約締結済み)により、法人顧客部門(SOHO)開拓

のための連携を図る等、業績の拡大に努めております。 

 資金調達強化策としましては、流動性を高めるため定

期預金担保の余裕枠の一部解除を当期末後に実施してお

ります。そのほか、さらなる補強策として①現在担保設

定の無い不動産等を活用した借入れ、②流動資産(売掛

金、在庫等)担保融資の交渉等を進めております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準

  及び評価方法

(1）子会社株式

 移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1）＿＿＿＿＿＿＿＿

(2）その他有価証券

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 時価のないもの
同左

２ たな卸資産の評価基準

  及び評価方法

製品、原材料

 総平均法による原価法

製品、原材料
同左

３ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

 主として定率法

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物付属設

備を除く）は定額法

 主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物 ３年～39年

工具、器具
及び備品

２年～15年

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産

 定額法

なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産
同左

４ のれんの償却に関する 

事項

 

 

    ＿＿＿＿＿＿＿＿

負ののれん 

 金額に重要性が乏しいため、

当事業年度に一括償却しておりま

す。 

 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に

備えるため、将来の支給見込額

のうち、当事業年度の負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金
    同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 製品保証引当金
製品の保証期間内のアフター

サービスに要する費用に備える

ため、過去の実績を基礎に製品

保証費用発生見込額を計上して

おります。 

（追加情報） 

 製品保証費用については、従

来役務提供時に計上しておりま

したが、当事業年度より製品保

証費用発生見込額を引当金計上

することといたしました。これ

に伴い、過年度相当額283,085千

円は特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来の方法によ

った場合と比較して販売費及び

一般管理費が9,294千円減少し、

営業損失及び経常損失がそれぞ

れ同額減少し、税引前当期純損

失は273,791千円増加しておりま

す。

(3) 製品保証引当金
製品の保証期間内のアフター

サービスに要する費用に備える

ため、過去の実績を基礎に製品

保証費用発生見込額を計上して

おります。 

 

(4) 関係会社損失引当金
関係会社の事業に伴う損失に

備えるため、当該会社の財政状

態等を勘案し、当該損失見込額

を計上しております。

(4) ＿＿＿＿＿＿＿＿

(5) 関係会社整理損失引当金
関係会社の整理に伴う損失に

備えるため、当該会社の財政状

態等を勘案し、当該損失見込額

を計上しております。

(5) 関係会社整理損失引当金
    同左



  

 
  

会計処理の変更 

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付会計に関する実務指

針(会計制度委員会報告第13号)に

定める簡便法により、当期末にお

ける自己都合退職による要支給額

の100％を計上しております。

(6) 退職給付引当金
      同左

(7) リサイクル費用引当金
      パソコンのリサイクルに対する

費用に備えるため、売上台数を基
準としてリサイクル費用発生見込
額を計上しております。

(7) リサイクル費用引当金
        同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている場

合は、振当処理を採用しておりま

す。

(1) ＿＿＿＿＿＿＿＿

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

(2) ＿＿＿＿＿＿＿＿

(3) ヘッジ方針

将来の為替変動によるリスク回

避を目的に行っており、投機的な

取引は行わない方針であります。

(3) ＿＿＿＿＿＿＿＿

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一で

あり、かつ、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して、相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動を完全に相

殺するものと想定することができ

るため、ヘッジの有効性の判定は

省略しております。

(4) ＿＿＿＿＿＿＿＿

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

前事業年度
(自  平成17年４月１日

   至  平成18年３月31日）

当事業年度
(自 平成18年４月１日
 至  平成19年３月31日)

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（「企業会計基

準適用指針第６号」（企業会計基準委員会平成15年10月

31日））を適用しております。これにより税引前当期純

損失が472,846千円増加しております。なお、減損損失

累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき当

該各資産の金額から直接控除しております。

 

 

 

 

        ＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 

 

        ＿＿＿＿＿＿＿＿

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。従来の資本の部に相当する金額は

4,662,890千円であります。なお、財務諸表等規則の改



 
  

  

  

正により、当事業年度貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。

 

 

 

        ＿＿＿＿＿＿＿＿

 (企業結合に係る会計基準) 

 当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員

会最終改正 平成18年12月22日 企業会計基準適用指針第

10号)を適用しております。

 

 

 

 

        ＿＿＿＿＿＿＿＿

 (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

一部改正) 

 当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会最終

改正 平成18年８月11日 企業会計基準第１号)及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会最終改正 平成18年８月11日 

企業会計基準適用指針第２号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 担保提供資産

①有価証券(債券) 500,000千円

申告納税による関税並びに引き取りに係る課税貨

物についての消費税及び地方消費税の納期限延長の

担保として差し入れているものであります。

当該限度額は450,000千円であります。 

 ②現金及び預金（定期預金）  1,500,000千円 

 取引金融機関に輸入信用状の開設限度額及び為替

予約取引等の担保として差し入れております。

 

※１ 担保提供資産

①投資有価証券(債券) 202,640千円

申告納税による関税並びに引き取りに係る課税貨

物についての消費税及び地方消費税の納期限延長の

担保として差し入れているものであります。

当該限度額は186,000千円であります。 

 ②現金及び預金（定期預金）  1,150,000千円 

 取引金融機関に輸入信用状の開設限度額の担保と

して差し入れております。

※２ 授権株式数及び発行済株式の種類及び総数

授権株式数     普通株式 398,328株

発行済株式総数  普通株式 117,727株

※２ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

※３ 自己株式の保有数

普通株式     5,314株

※３ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

※４ 関係会社に対する資産及び負債

売掛金 507,766千円

短期貸付金 300,000千円

※４ 関係会社に対する資産及び負債

売掛金 506,308千円

５ 資本の欠損

資本の欠損は2,710,035千円であります。

５ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

６ 配当制限

有価証券の時価評価により、純資産額が9,315千

円増加しております。なお、当該金額は商法施行規

則第124条第３号の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。

６ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

  ７  偶発債務  

      当社は、中国における合弁現地法人「蘇州創新中

  電科技有限公司」の清算方針に基づき、合弁相手先 

  企業である「中国電子器件工業総公司」と清算に係 

  る折衝を行なってまいりましたが、「中国電子器件 

  工業総公司」が清算に関しての仲裁を中国仲裁委員 

  会に対して申し立てた旨の通知を同委員会から平成 

  17年10月19日に受領いたしました。平成17年12月２ 

  日に「中国電子器件工業総公司」に対して反訴申し 

  立てを行ない、平成18年３月10日に第１回の仲裁廷 

    が開廷されております。 

  （相手方申し立ての内容） 

   合弁現地法人への「中国電子器件工業総公司」の 

  出資金と予想逸失利益、弁護士費用、出張費などの 

  総額2,148万人民元（約３億円）及び仲裁費用を清 

  算に係る損害賠償として請求してきたものでありま 

  す。

  ７  ______________________            

  



(損益計算書関係) 

  

 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費 

 販売費に属する費用のおおよその割合は66％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

34％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運賃 253,289千円

広告宣伝費 139,163千円

委託費 570,505千円

給与手当 531,783千円

雑給 23,539千円

賞与引当金繰入額 55,113千円

地代家賃 88,743千円

減価償却費 136,807千円

研究開発費 160,573千円

※１ 販売費及び一般管理費 

 販売費に属する費用のおおよその割合は66％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

34％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運賃 303,327千円

広告宣伝費 81,345千円

委託費 337,154千円

製品保証引当金繰入額 279,563千円

給与手当 507,528千円

雑給 81,605千円

賞与引当金繰入額 16,009千円

地代家賃 51,764千円

減価償却費 23,379千円

研究開発費 186,847千円

貸倒引当金繰入額 24,447千円

※２ 研究開発費の総額

研究開発費の総額は160,573千円ですべて販売

費及び一般管理費に含まれております。

※２ 研究開発費の総額

研究開発費の総額は 186,847千円ですべて販

売費及び一般管理費に含まれております。

※３ 固定資産売却益の内訳

土地 55,175千円

車両運搬具 1,167千円

工具、器具及び備品 52千円

 計 56,394千円

※３ ＿＿＿＿＿＿＿＿



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※４ 固定資産売却損の内訳

建物 7,182千円

工具、器具及び備品 1,043千円

 計 8,226千円

※４ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※５ 固定資産除却損の内訳

建物 6,948千円

車両運搬具 290千円

工具、器具及び備品 18,296千円

長期前払費用  4,783千円

その他 649千円

 計 30,968千円

※５ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※６ 固定資産評価損の内訳

商標権 92,633千円

※６ ＿＿＿＿＿＿＿＿

 

※７ 関係会社損失には関係会社損失引当金繰入額 

   154,877千円が含まれております。

※７ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※８ 関係会社整理損失には関係会社整理損失引当金 

   繰入額114,928千円が含まれております。

※８ ＿＿＿＿＿＿＿＿

※９ 関係会社に対する収益及び費用 

      貸倒引当金繰入額517,540千円

※９  ＿＿＿＿＿＿＿＿   

※10  (1)減損損失の概要

地域 用途 種類 金額(千円)

北海道 事務所 建物等 671

関東 事務所・倉庫 土地・建物等 449,175

中部 事務所 建物等 21,657

近畿 事務所 建物等 297

中国四国 事務所 建物等 702

九州 事務所 建物等 194

台湾 事務所 建物等 148

 

※10  (1)減損損失の概要

地域 用途 種類
金額（千
円）

関東 事務所
ソフトウェ
ア仮勘定等

199,423

    (2)減損損失の認識に至った経緯 

      当社は、継続して営業損失が発生しているこ  

       とから、資産グループの帳簿価額を回収可能価

       額まで減額し、当該減少額を固定資産減損損失 

       として特別損失に計上しております。 

    (3)減損損失計上の内訳 

    建物     114,592千円 

    土地     180,074千円 

    ソフトウェア  95,278千円 

    その他     82,900千円 

       計   472,846千円 

     

        (4)資産のグルーピングの方法 

     当社は全社をキャッシュ・フローを生み出す 

       最小単位としてグルーピングしております。 

     

 

        (5)回収可能価額の算定方法 

      資産グループの回収可能価額は、正味売却価

       額により測定しており、不動産鑑定評価に基づ 

        き算定しております。

    (2)減損損失の認識に至った経緯 

      当社は、継続して営業損失が発生しているこ  

       とから、資産グループの帳簿価額を回収可能価

       額まで減額し、当該減少額を固定資産減損損失 

       として特別損失に計上しております。 

    (3)減損損失計上の内訳 

    建物               4,483千円 

    工具、器具及び備品   16,727千円 

    ソフトウェア仮勘定   165,516千円 

     長期前払費用            7,732千円 

    その他              4,963千円 

       計           199,423千円 

    (4)資産のグルーピングの方法 

     当社はキャッシュ・フローを生み出す 

       最小単位として、パソコン事業とテクニカルサ 

    ポート、保守・修理事業に、グルーピングして 

    おります。   

    (5)回収可能価額の算定方法 

      資産グループの回収可能価額は、正味売却価

       額により測定しており、不動産鑑定評価等に基 

        づき算定しております。

※11 ＿＿＿＿＿＿＿＿ ※11 前期損益修正損の内訳 

    過年度売上原価計上差額 5,496千円



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

減少の主な内訳は、次の通りであります。 

 当社連結子会社の㈱ソーテック・イー・サービスを吸収合併したことにともない、自己株式425株を割当交付

したものであります。 

  

３ 新株予約権に関する事項 

 
(注) 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
    該当事項はありません。 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 117,727株 ― ― 117,727株

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 5,314株 ― 425株 4,889株

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成14年新株予約権 普通株式 23,000 ― ― 23,000 556,554



(リース取引関係) 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

開示対象となるリース取引は、ありません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

開示対象となるリース取引は、ありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
(注)  有価証券の減損にあたっては、事業年度末における市場価格の終値が簿価の50％以下に下落した場合には、

簿価との差額を減損処理することとしておりますが、該当するものはありません。また、事業年度末における

市場価格の終値が70％以下、50％に下落し、回復の可能性が見込めない場合には、簿価との差額を減損処理し

ておりますが、該当するものはありません。 

  

 ２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 (１)満期保有目的の債券    

 
 (注)資金等効率的な運用を図るため、国債を売却しております。 

  (２)その他有価証券 

区  分
取 得 原 価

(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差  額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

① 株式 ― ― ―

② 債券 201,736 202,640 903

③ その他 ― ― ―

小  計 201,736 202,640 903

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

① 株式 7,594 6,660 △934

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小  計 7,594 6,660 △934

合  計 209,331 209,300 △31

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

100,520 ― 402

売却額(千円) 売却益の合計(千円) 売却損の合計(千円)

30,824 713 919



 ３ 時価のない主な有価証券の内容 

    該当事項はありません。 

 ４ 保有目的を変更した有価証券 

     当事業年度において、従来満期保有目的で保有していた債券(貸借対照表計上額202,640千円) 

  をその他有価証券に変更しております。これは満期保有目的債券の一部売却によるものでありま 

  す。この保有目的の変更に伴い、当期末貸借対照表においては、投資有価証券903千円、その他 

  有価証券評価差額金903千円それぞれ増加しております。  

 ５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

    (持分法損益等) 

区  分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

１ 債券

国債・地方債等 ― 202,640 ― ―

２ その他 ― ― ― ―

合  計 ― 202,640 ― ―

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関係

の為替予約取引であります。

２ 取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、将来の為替変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

３ 取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為替

リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利

用しております。

４ 取引に係るリスクの内容

為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有

しております。

５ 取引に係るリスク管理体制

年間の事業計画に基づき、予想される仕入金額を上

回らない額のデリバティブ取引に限定されておりま

す。個別の取引は、製品仕入額に見合った取引に限定

されており、当該デリバティブ取引の執行・管理につ

いては、財務担当部門が経営会議の承認を得て行って

おります。

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

関連会社に対する投資の金額 ―千円



持分法を適用した場合の投資の金額 ―千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 ―千円



(退職給付関係) 

  

 
  

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △86,523千円

②退職給付引当金 △86,523千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 1,400千円

②退職給付費用 1,400千円



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

繰越欠損金 81,276千円

製品評価損否認額 116,715千円

賞与引当金繰入限度超過額 8,112千円

その他 7,839千円

小計 213,943千円

評価性引当額 △213,943千円

合計 ―千円

 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

繰越欠損金 81,276千円

貸倒引当金 206,882千円

製品評価損 50,598千円

賞与引当金 736千円

その他 11,554千円

小計 351,047千円

評価性引当額 △351,047千円

合計 ―千円

 

 

②固定資産

繰越欠損金 7,396,719千円

関係会社株式評価損否認額 213,150千円

退職給付引当金繰入限度超過額 28,319千円

製品保証引当金繰入否認額 111,263千円

貸倒引当金繰入限度超過額 173,817千円

関係会社損失引当金繰入否認額 109,643千円

固定資産評価損否認額 318,841千円

その他 98,483千円

小計 8,450,239千円

評価性引当額 △8,450,239千円

合計 ―千円

 

②固定資産

繰越欠損金 8,119,648千円

関係会社株式評価損 87,030千円

退職給付引当金 35,161千円

製品保証引当金 113,608千円

貸倒引当金 24,631千円

関係会社整理損失引当金 64,109千円

固定資産評価損 237,081千円

その他 136,388千円

小計 8,817,660千円

評価性引当額 △8,817,660千円

合計 ―千円

 

(繰延税金負債)

①固定負債

その他有価証券評価差額金 6,377千円

合計 6,377千円

 

(繰延税金負債)

①固定負債

その他有価証券評価差額金 ―千円

合計 ―千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

住民税均等割 △0.6％

評価性引当額の増減 △40.7％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.6％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

住民税均等割 △1.4％

評価性引当額の増減 △38.8％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.4％



(企業結合等関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  １．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、統合後 

   企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要  

     (１)結合当事企業及びその事業の内容 

    ①結合企業 

    名称 株式会社ソーテック(当社) 

        事業の内容 パソコンの企画、開発・設計、販売 

   ②被結合企業 

    名称 株式会社ソーテック・イー・サービス 

    事業の内容 パソコンのテクニカルサポート、保守・修理 

    （２)企業結合の法的形式 

    共通支配下の取引(当社を存続会社とする吸収合併) 

     (３)結合後企業の名称 

    株式会社ソーテック 

     (４)取引の目的を含む取引の概要 

     重複業務の排除、情報流通の簡素化、意思決定の一層の迅速化を進め、グループ全体の市 

    場競争力の強化を図るために、平成18年９月１日付けにて吸収合併いたしました。 

  ２．実施した会計処理の概要 

   「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)に定める共通支配下の取引等 

   の会計処理に該当し、これに基づき合併にともなう会計処理を行っております。 

   ３．子会社株式の追加取得に関する事項 

     (１)取得原価及びその内訳 

    取得の対価 

     ㈱ソーテックの株式   20,145千円 

    取得に直接要した支出 

     コンサルティング費用 1,200千円  

        取得原価        21,345千円 

    （２)株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額  

   ①株式の種類及び交換比率 

    ㈱ソーテック 普通株式 

       ㈱ソーテック・イー・サービス(被合併会社)株式１株：㈱ソーテック(合併会社)株式 

    0.0987株 

   ②交換比率の算定方法 

    第三者機関に合併比率の算定を依頼し、その結果を参考にして合併当事者間において決定し 

    たものであります。 

   ③交付株式数及びその評価額 

    425株 20,145千円 

   (３)発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

        ①負ののれんの金額 7,798千円 

    ②発生原因 被結合企業から承継した資産の取得原価総額を調整するために発生したもので 

          あります。 



    ③償却方法及び償却期間 金額的重要性に乏しいため一括償却しております。 

     (４)取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

    該当はありません。     

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 51,788円81銭 １株当たり純資産額 41,323円76銭

１株当たり当期純損失 19,708円57銭 １株当たり当期純損失 10,382円15銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純損失（千円） 2,215,301 1,169,642

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（千円） 2,215,301 1,169,642

普通株式の期中平均株式数（株） 112,403 112,659

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

新株予約権４種類23,860個（こ

れらの詳細は「新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。）

新 株 予 約 権 ４ 種 類 23,760

個（これらの詳細は「新株予約

権等の状況」に記載のとおりで

あります。）



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 当社は、平成18年５月17日開催の取締役会におい
て、連結子会社である株式会社ソーテック・イー・
サービスを吸収合併することを決議し、平成18年６
月13日開催の取締役会において、株式会社ソーテッ
ク・イー・サービスを吸収合併することに関して、
合併契約書を承認することを決議いたしました。な
お、本合併は簡易合併の手続きにより行います。 
① 合併の目的 
 重複業務の排除、情報流通の簡素化、意思決定の
一層の迅速化を進め、グループ全体の市場競争力を
強化いたします。 
② 合併の日程 
合併覚書締結           平成18年５月17日 
合併契約書調印     平成18年６月13日 
合併契約書承認株主総会 平成18年６月28日 
（株式会社ソーテック・イー・サービス） 
合併期日              平成18年９月１日（予定） 
③ 合併方式 
 当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社
ソーテック・イー・サービスは解散いたします。な
お、本合併は会社法第796条第３項の規定により、会
社法第795条第１項に定める当社株主総会の承認を要
さない簡易合併で行います。 
④ 合併比率 
 株式会社ソーテック・イー・サービス（被合併会
社）の株式１株に対して当社株式0.0987株を割り当
ていたします。なお、合併比率の算定根拠は、第三
者機関に合併比率の算定を依頼し、その結果を参考
にして合併当事者間において決定したものでありま
す。また、新株の発行に代えて割当交付する自己株
式数は425株であります。 
⑤ 合併交付金 
 合併交付金の支払いはありません。 
⑥ 会計処理の概要 
 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平
成15年10月31日）に定める共通支配下の取引等の会
計処理に該当し、これに基づき合併に伴う会計処理
を行います。 
⑦ 合併後の状況 
a.商号  株式会社ソーテック 
b.資本金 8,522百万円 
c.総資産 9,415百万円（平成18年３月31日現在）
d.決算期    ３月31日 
⑧ 被合併会社の概要及び業績（平成18年３月期） 
a.商号    株式会社ソーテック・イー・サービス 
b.事業内容 パソコンのテクニカルサポート、保守  
            ・修理等 
c.総資産     691百万円 
d.売上高   1,732百万円 
e.経常利益   111百万円 
f.当期純利益  72百万円 
g.従業員数        54名 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           ＿＿＿＿＿＿＿＿

(2) 当事業年度より、持分法適用会社となりましたソ
ーテックコンピュータコリア株式会社は、元社長の
不祥事から損失が累積したことに対し、元社長を韓
国検察庁に刑事告訴しておりましたが、平成18年５
月18日にソウル西部地方検察庁より「業務上背任
罪」で起訴の決定の通知を受けております。かかる
不祥事を原因とする業績悪化からの回復が非常に困
難である状況をかんがみ、同社の解散を求めて韓国
裁判所に申し立てを行なってまいりましたが、平成
18年５月22日に当該申し立てが認められ、同社を解
散する判決を得ております。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

   
  

【債券】 

  

 
  

  

  

投資 
有価証券

その他 
有価証券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額（千円）

(株)ベスト電器 10,000 6,660

計 10,000 6,660

投資 
有価証券

その他 
有価証券

銘柄 券面総額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

第55回利付国債（５年） 200,000 202,640

計 200,000 202,640



【有形固定資産等明細表】 

  

 
（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  ソフトウェアの増加 ㈱ソーテック・イー・サービス資産 83,964千円 

  その他の増加    新ITシステム開発費用       130,462千円   

               SAPライセンス費用                 63,000千円  

            新WEBシステム開発費用       25,625千円    

  なお、当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。        

    ２．当期増加額のうち㈱ソーテック・イー・サービスとの合併によるものは次のとおりであります。 

             建物                53,346千円 

             機械及び装置       56,174千円  

             車両運搬具          4,060千円 

              工具、器具及び備品 24,836千円 

                       電話加入権            902千円 

                        ソフトウェア       83,964千円 

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

建物 402,344 55,244
  4,483

(4,483)
453,105 220,184 24,711 232,921

機械及び装置 1,806 56,174 ― 57,981 55,172 319 2,808

車両運搬具 7,731 4,060 ― 11,791 11,283 383 507

工具、器具及び
備品

315,845 45,467
 34,282

  (16,727)
327,030 319,671 3,896 7,358

土地 376,806 ― ― 376,806 ― ― 376,806

有形固定資産計 1,104,534 160,946
 38,766

  (21,210)
1,226,714 606,311 29,310 620,403

無形固定資産

商標権 33,366 ―  33,366 ― ― ― ―

ソフトウェア 679,071 89,154
4,963

   (4,963)
763,262 759,038 9,958 4,224

電話加入権 ― 902 ― 902 ― ― 902

その他 217 219,717
173,796

 (165,516)
46,138 ― ― 46,138

無形固定資産計 712,655 309,774
212,126

 (170,480)
810,303 759,038 9,958 51,265

長期前払費用 ― 8,032
  7,732

   (7,732)
299 299 299 ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

   

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  



【引当金明細表】 

  

 
(注) １．貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替えによるもの689千円と債権回収による戻入分100千円であ 

 ります。   

      ２．関係会社損失引当金の「当期減少額(その他)」は、引当金の戻入額21,000千円と関係会社 

    整理損失引当金に残高18,854千円を振替えたものであります。 

  

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 596,777 24,825 30,329 789 590,484

賞与引当金 19,961 1,813 19,961 ― 1,813

製品保証引当金 273,791 279,563 273,791 ― 279,563

関係会社損失引当金 154,877 ― 115,022 39,854 ―

関係会社整理損失引当金 114,928 59,873 17,043 ― 157,757

リサイクル費用引当金 151,169 100,280 450 ― 251,000



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

  

ｂ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｃ 製品 
  

 
(注) デスクトップ型パソコンにはモニタ等も含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 4,580

預金

当座預金 301,996

普通預金 459,429

定期預金 1,150,000

預金計 1,911,425

合計 1,916,006

相手先 金額(千円)

㈱ヤマダ電機 729,662

ソーテックコンピュータコリア㈱ 506,308

(株)ヨドバシカメラ 291,868

(株)コジマ 239,874

(株)ミドリ電化 225,999

その他 1,422,172

合計 3,415,883

 

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

2,557,828 16,359,146 15,501,091 3,415,883 81.9 66.6

 

品名 金額(千円)

デスクトップ型パソコン 489,609

ノートブック型パソコン 213,432

その他 21,188

合計 724,231



ｄ 原材料 
  

 
  

  

② 負債の部 

ａ  買掛金 

  

 

   b 未払金 

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

品名 金額(千円)

各種部品 1,360,439

合計 1,360,439

相手先 金額(千円)

Microsoft Licensing, Inc. 358,139

JEAN CO.,Ltd. 286,615

ELITEGROUP COMPUTER SYSTEMS Co.,LTD 223,532

MiTAC Technology Corp. 167,412

マイクロソフト（株） 110,827

その他 379,935

合計 1,526,460

相手先 金額(千円)

横浜税関 171,825

日本通運㈱ 50,534

宇徳運輸㈱ 17,591

㈱恒陽社印刷所 16,119

㈱アサツーディ・ケイ 14,243

その他 190,431

合計 460,746



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券 10株券 100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―――――

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―――――

  株主名簿管理人 ―――――

  取次所 ―――――

  買取手数料 ―――――

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
であります。 
http://www.sotec.co.jp/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第23期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提
出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第23期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)証券取引法第24条の２第１項(証券
取引法第24条第６項及び企業内容等の開示に関する内閣府例第17条による書類の添付) 
平成18年７月４日関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書 

第24期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月20日関東財務局長に提出 
  

  

 



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 
  

平成18年６月28日

株式会社ソーテック 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ソーテックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属
明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場か
ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監
査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結
果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ソーテック及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連
結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。 
追記情報 
１． 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、提出会社グループは

営業損失、経常損失及び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスが継続して
いるため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注
記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の
影響を連結財務諸表には反映していない。 

２． 会計処理の変更に記載されているとおり、提出会社グループは当連結会計年度より「固定資産の減損
に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

３． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４会計処理に関する事項(3)重要な引当金の計上基
準③に記載されているとおり、会社は製品保証費用について従来役務提供時に計上していたが、当連結
会計年度より製品保証費用発生見込額を引当金計上する方法に変更した。 

４． 注記事項(連結貸借対照表関係)５に記載されているとおり、会社は合弁相手先企業である「中国電子
器件工業総公司」が、合弁現地法人「蘇州創新中電科技有限公司」の清算に関しての仲裁を中国仲裁委
員会に対して申し立てた旨の通知を同委員会から受領し、「中国電子器件工業総公司」に対して反訴申
し立てを行い、第１回の仲裁廷が開廷された。当該仲裁の最終的な結論は現在のところ得られていない
ため、その結果により生ずるかもしれない負担金額については、連結財務諸表に計上されていない。 

５． 注記事項(重要な後発事象)(1)に記載されているとおり、会社は平成18年６月13日に連結子会社であ
る株式会社ソーテック・イー・サービスを吸収合併する合併契約に調印した。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上

  

 

本間公認会計士事務所

公認会計士  本  間   周  平  ㊞

阿久津斉一公認会計士事務所

公認会計士  阿 久 津  斉  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

平成19年６月28日

株式会社ソーテック 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ソーテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ソーテック及び連結子会社の平成19年３月31日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、提出会社グループは営業

損失、経常損失及び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスが継続しているた

め、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務

諸表には反映していない。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 

本間公認会計士事務所

公認会計士  本  間   周  平  ㊞

阿久津斉一公認会計士事務所

公認会計士  阿 久 津  斉  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

平成18年６月28日

株式会社ソーテック 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ソーテックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ソーテックの平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は営業損失、経

常損失及び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスが継続しているため、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載され

ている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映していない。 

２． 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

３． 重要な会計方針４引当金の計上基準(3)に記載されているとおり、会社は製品保証費用について従来

役務提供時に計上していたが、当事業年度より製品保証費用発生見込額を引当金計上する方法に変更し

た。 

４． 注記事項(貸借対照表関係)７に記載されているとおり、会社は合弁相手先企業である「中国電子器件

工業総公司」が、合弁現地法人「蘇州創新中電科技有限公司」の清算に関しての仲裁を中国仲裁委員会

に対して申し立てた旨の通知を同委員会から受領し、「中国電子器件工業総公司」に対して反訴申し立

てを行い、第１回の仲裁廷が開廷された。当該仲裁の最終的な結論は現在のところ得られていないた

め、その結果により生ずるかもしれない負担金額については、財務諸表に計上されていない。 

５． 注記事項(重要な後発事象)(1)に記載されているとおり、会社は平成18年６月13日に連結子会社であ

る株式会社ソーテック・イー・サービスを吸収合併する合併契約に調印した。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 

本間公認会計士事務所

公認会計士  本  間   周  平  ㊞

阿久津斉一公認会計士事務所

公認会計士  阿 久 津  斉  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

平成19年６月28日

株式会社ソーテック 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ソーテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、私たちに財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果とし

て意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ソーテックの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は営業損失、経常損

失及び当期純損失を継続的に計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスが継続しているため、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務

諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していな

い。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

 

本間公認会計士事務所

公認会計士  本  間   周  平  ㊞

阿久津斉一公認会計士事務所

公認会計士  阿 久 津  斉  一  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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